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回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

営業収益 （百万円） 62,068 54,201 56,349 59,610 63,915

経常利益 （百万円） 19,653 7,529 11,474 13,111 17,079

親会社株主に帰属する当期

純利益又は親会社株主に帰

属する当期純損失（△）

（百万円） 10,401 692 3,124 4,211 △10,817

包括利益 （百万円） 14,779 5,415 7,609 8,424 △6,740

純資産額 （百万円） 893,809 899,225 906,834 915,259 908,518

総資産額 （百万円） 2,153,770 2,141,351 2,124,908 2,051,184 1,993,183

１株当たり純資産額 （円） 60,165.96 60,229.38 60,515.34 60,907.64 59,917.61

１株当たり当期純利益又は

当期純損失（△）
（円） 951.93 63.42 285.96 385.47 △990.03

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 30.52 30.73 31.12 32.45 32.85

自己資本利益率 （％） 1.59 0.11 0.47 0.63 △1.64

株価収益率 （倍） － － － － －

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 14,089 21,980 24,480 30,557 29,304

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △4,240 △28,555 △23,652 △10,945 △1,015

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 154,594 △37,786 △25,519 △83,354 △53,595

現金及び現金同等物の

期末残高
（百万円） 300,148 255,786 231,095 167,353 142,046

従業員数
（人）

43 30 32 34 33

（外、平均臨時雇用者数） (16) (13) (9) (9) (8)

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（１）連結経営指標等

（注）１．第９期から第12期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載して

いません。第13期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載していません。

２．株価収益率については、非上場であることから記載していません。

３．従業員数は、就業人員数を表示しています。
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回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

営業収益 （百万円） 62,068 54,201 56,349 59,610 63,915

経常利益又は経常損失

（△）
（百万円） 873 △12,724 △7,545 △5,335 △1,592

当期純利益又は当期純損失

（△）
（百万円） 1,715 △8,677 △5,773 △4,147 △18,907

資本金 （百万円） 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000

発行済株式総数 （株） 10,926,664 10,926,664 10,926,664 10,926,664 10,926,664

純資産額 （百万円） 596,861 588,183 582,410 578,262 559,355

総資産額 （百万円） 1,631,529 1,673,675 1,649,971 1,567,281 1,499,234

１株当たり純資産額 （円） 54,624.29 53,830.11 53,301.73 52,922.16 51,191.77

１株当たり配当額

（円）

－ － － － －

（うち１株当たり中間配当

額）
(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失

（△）

（円） 157.01 △794.17 △528.38 △379.57 △1,730.38

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 36.58 35.14 35.30 36.90 37.31

自己資本利益率 （％） 0.29 △1.46 △0.99 △0.71 △3.32

株価収益率 （倍） － － － － －

配当性向 （％） － － － － －

従業員数
（人）

43 30 32 34 33

（外、平均臨時雇用者数） (16) (13) (9) (9) (8)

株主総利回り （％） － － － － －

（比較指標：－） （％） (－) (－) (－) (－) (－)

最高株価 （円） － － － － －

最低株価 （円） － － － － －

（２）提出会社の経営指標等

（注）１．第９期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

第10期から第13期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載していません。

２．株価収益率については、非上場であることから記載していません。

３．従業員数は、就業人員数を表示しています。

４．株主総利回り、比較指標、最高株価及び最低株価については、当社株式は非上場であることから記載してい

ません。
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1939年１月 大阪第二飛行場完成　滑走路680m、830m（1959年に大阪国際空港と改称）

1970年２月 大阪国際空港　Ｂ滑走路（3,000m）運用開始

1974年４月 大阪国際空港周辺整備機構設立（2003年に(独)空港周辺整備機構発足）

1984年10月 関西国際空港㈱設立

1994年９月 関西国際空港開港　Ａ滑走路（3,500m）

2007年８月 関西国際空港　Ｂ滑走路（4,000m）運用開始

2011年５月 「関西国際空港及び大阪国際空港の一体的かつ効率的な設置及び管理に関する法律」が国会で

可決・成立（平成23年法律第54号）

2012年４月 「関西国際空港及び大阪国際空港の一体的かつ効率的な設置及び管理に関する法律」に基づ

き、当社設立

　　　５月 当社を吸収分割承継会社、関西国際空港㈱（現　関西国際空港土地保有㈱）を吸収分割会社と

する吸収分割契約を締結

　　　７月 国、関西国際空港㈱（現　関西国際空港土地保有㈱）並びに(独)空港周辺整備機構より、関西国

際空港及び大阪国際空港の運営に係る事業並びに権利及び義務を当社が承継

関西国際空港土地保有㈱ 他６社を連結子会社化

　　　10月 関西国際空港第２旅客ターミナルビル運用開始

2013年１月 ２期南側貨物地区整備事業着手

　　　１月 関西国際空港施設エンジニア㈱を存続会社、関西国際空港給油㈱を消滅会社とする吸収合併契

約を締結

　　　４月 関西国際空港施設エンジニア㈱が関西国際空港給油㈱を吸収合併、商号を新関西国際空港エン

ジニアリング㈱に変更

　　　10月

　　　12月

大阪国際空港ターミナル㈱の株式を取得し同社及び同社グループ会社を連結子会社化

大阪国際空港ターミナル㈱の株式を追加取得し完全子会社化

2014年２月 関西国際空港メガソーラーの発電開始

　　　９月 関西国際空港第１旅客ターミナルビル改修

2015年12月 関西エアポート㈱に対して関西国際空港及び大阪国際空港に関する公共施設等運営権を設定

し、同社と公共施設等運営権実施契約を締結

2016年４月 関西エアポート㈱に対して関西国際空港及び大阪国際空港の運営権を譲渡し、同社による関西

国際空港及び大阪国際空港の運営開始

子会社の大阪国際空港ターミナル㈱を吸収合併し、関西国際空港土地保有㈱を除く全ての子会

社15社及び関連会社１社を関西エアポート㈱に売却

当社の業務は関西エアポート㈱が行う空港運営のモニタリング及び運営権譲渡後も当社に残る

業務のみとなる

2017年１月 関西国際空港第２旅客ターミナルビル拡張　運用開始

2020年８月 大阪国際空港旅客ターミナルビル改修　運用開始（グランドオープン）

2022年８月 ソーシャルボンド・フレームワークに基づく社債発行を開始

　　　10月 2018年9月の台風21号災害を踏まえた防災機能強化対策事業（護岸嵩上げ、防潮壁整備、電源設

備等地上化他）の完了

関西国際空港第１旅客ターミナルビル改修（Phase１）新国内線エリア運用開始

2023年12月 関西国際空港第１旅客ターミナルビル改修（Phase２）新国際線出国エリア運用開始

関西国際空港・大阪国際空港脱炭素推進計画の国土交通大臣認定

2025年3月 関西国際空港第１旅客ターミナルビル改修（Phase３）新国際線保安検査場運用開始

２【沿革】
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３【事業の内容】

　当社は、2016年４月以降、関西エアポート㈱（以下、「第一部　企業情報」において「関西エアポート」とい

う。）に対して関西国際空港及び大阪国際空港（以下、「第一部　企業情報」において「両空港」という。）の運

営権を譲渡（以下、「第一部　企業情報」において「コンセッション」という。）することにより両空港の運営権

を関西エアポートへ引き継いでおります。当社は関西エアポートが行う空港運営のモニタリング並びに給油事業及

び鉄道事業を行っています。

　各事業区分は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメント

の区分と同一です。

　なお、関西国際空港土地保有㈱については、関西国際空港用地の保有・管理・賃貸に係る事業を行っていること

から、特定のセグメント名称は記載していません（以下では、「その他」として区分しています。）。

（空港事業）

　コンセッションに伴い、両空港の運営は運営権者である関西エアポートに引き継がれ、当社は空港用地・施設等

の資産を保有・整理しつつ、運営権対価等を収受することにより、債務の早期かつ確実な返済を行うとともに、空

港の設置管理者として関西エアポートの空港運営が適切に行われるようモニタリングしています。なお、関西エア

ポートが運営権移管後も円滑な空港運営を継続的・安定的に実施するために受託実施してきた、国からの人的支援

が必要な「特定業務（大阪国際空港の環境・地域振興業務）」の2020年度末の移管完了を受け、2021年度より大阪

国際空港本部事業部を設置し、大阪国際空港の設置管理業務等を引き続き実施しております。

（鉄道事業）

　当社は、鉄道事業法に基づく第三種鉄道事業免許（鉄道線路を第一種鉄道事業を経営する者に譲渡する目的をも

って敷設する事業及び鉄道線路を敷設して当該鉄道線路を第二種鉄道事業を経営する者に専ら使用させる事業をい

う）を取得の上、西日本旅客鉄道㈱・南海電気鉄道㈱と連携協力し、安全・確実・快適に旅客輸送ができるよう関

西国際空港鉄道施設の保守・管理等に努め、航空旅客・空港従業員等にとって重要な空港アクセスとしての役割を

担っています。

（その他）

　関西国際空港土地保有㈱では、関西国際空港用地の保有、管理及び賃貸事業を行っています。

　 以上に述べた事業の系統図は、以下のとおりです。

※１　鉄道事業は、関西国際空港においてのみ事業を行っています。

※２　関西国際空港土地保有㈱は、関西国際空港用地の保有・管理・賃貸に係る事業を行っていることから、特定の

セグメント名称は記載していません。
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名称 住所
資本金

(百万円)
主要な事業の内容

議決権
の所有
割　合
（％）

関係内容

（連結子会社）

関西国際空港土地保有㈱ 大阪府

泉佐野市
814,990

関西国際空港用地の保有・管理・

賃貸
66.5

関西国際空港用地の賃

借・業務の受託

役員の兼任　５名

４【関係会社の状況】

（注）１．関西国際空港土地保有㈱は、特定子会社に該当しています。

２．関西国際空港土地保有㈱は、有価証券報告書を提出しています。

セグメントの名称 空港事業 鉄道事業 合計

従業員数（人） 28［7］ 5［1］ 33［8］

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

33［8］ 46.6 1.8 7,972,383

セグメントの名称 空港事業 鉄道事業 合計

従業員数（人） 28［7］ 5［1］ 33［8］

５【従業員の状況】

（1）連結会社の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2025年３月31日現在

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に年間の平均人員を外数で記載しています。

２．臨時従業員には、契約社員及び嘱託契約の従業員を含みます。

３．連結子会社には従業員はおりません。

（2）提出会社の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2025年３月31日現在

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に年間の平均人員を外数で記載しています。

２．臨時従業員には、契約社員及び嘱託契約の従業員を含みます。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含みます。

（3）労働組合の状況

　特記すべき事項はありません。

（4）管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

提出会社及び連結子会社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」(平成27年法律第64号)及び

「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」(平成3年法律第76号)の規定による

公表義務の対象ではないため、記載を省略しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　当社グループの経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

（経営方針）

　2016年４月に関西エアポートによる両空港の運営が開始されてから９年が経過しましたが、当社は、今後とも、空

港運営上の直面する課題等に適切に対応し、空港機能を最大限発揮させていく観点から、両空港の設置管理者として

の責務を果たすとともに、公共施設等運営権実施契約（以下、「第一部　企業情報」において「実施契約」とい

う。）に基づき、関西エアポートに対するモニタリング等を通じて、同社による適切な空港運営が確保されるよう努

めるとともに、同社から運営権対価等を収受し、一部借換えを行いながら関西国際空港整備に係る債務の返済を行い

ます。

　また、第三種鉄道事業者として第二種鉄道事業者である西日本旅客鉄道㈱及び南海電気鉄道㈱の協力のもと、安全

な鉄道輸送サービスの提供を図ります。

（経営環境並びに優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題）

　当社は、関西エアポートに対するモニタリングを通じて、両空港の運営について直面する課題等への適確な対応を

図ることにより、両空港のポテンシャルを最大限発揮できるよう関西エアポートと連携を図りながら取り組みを行う

べく努めます。

　また、関西国際空港整備の債務償還及び利子支払等の費用に充てるため、社債発行による借換えを行いながら、関

西エアポートからの運営権対価等を原資に債務の返済に努めているところであり、2024年度においては、連結有利子

債務を456億円削減し、有利子債務残高を7,834億円まで圧縮しました。

　2024年度は、訪日外国人の増加を背景に航空需要は堅調に推移し、新型コロナウイルス感染症による低迷から脱却

しました。両空港の設置管理者である当社としては、航空需要の状況を十分注視し、空港がその果たすべき機能を十

分に発揮できるよう、関西エアポートの取組等に協力してまいります。

　2025年大阪・関西万博の開催を控える関西の将来の発展に資するため、関西国際空港の機能強化（空港容量の拡大

等）を進めていくことが重要となっています。このため、当社は、関西国際空港の容量拡大に向けて、当社も参加し

ている懇談会等の場を活用するなど、今後の取組み等について議論・検討を進める等、関係者と連携して取り組んで

まいります。

　航空における脱炭素化の取組は我が国の喫緊の課題です。当社は、空港法に基づき認定された「関西国際空港脱炭

素化推進計画」及び「大阪国際空港脱炭素化推進計画」について、関西エアポート、航空会社、グランドハンドリン

グ会社等の空港関係事業者や行政機関等からなる空港脱炭素化推進協議会を開催のうえ、取組の進捗状況を確認する

など、温室効果ガス排出削減目標の達成に向けて適切に本計画の推進に取り組んでまいります。

　また、政府からの財政融資資金200億円を活用して、関西エアポートが実施する両空港における航空灯火ＬＥＤ化

等の脱炭素化事業等を支援してまいります。

　鉄道施設については、鉄道施設の点検及び補修を実施し、維持管理を適切に実施するとともに、今後想定される大

規模地震に対応するため、関係事業者等と協力して関西国際空港連絡橋の耐震補強に取り組んでまいります。

　関西国際空港第1ターミナル改修事業及び空港の脱炭素化等に要する費用の一部を負担することになりますが、既

存債務の借換えに有効利用できる超長期・固定金利の財政融資資金を活用し、債務の早期かつ確実な返済に向け取り

組んでまいります。

　今後も、将来にわたる債務の返済を確実に進めるため、引き続き、金利環境等に応じた資金調達を行う等、適切な

対応を行います。

　加えて、関西国際空港の基本的な財産である空港用地及び護岸の所有者である当社子会社の関西国際空港土地保有

㈱に対して、空港用地賃借料の支払を確実に実施してまいります。

　最後に、当社は両空港の設置管理者として、災害対策基本法に基づく指定公共機関としての役割を十分に発揮する

ため、関西エアポートをはじめとした関係機関等と連携しつつ、両空港における適時適切な防災・危機管理対策を講

じてまいります。
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指標 目標 実績(2024年現在)

ストレスチェックにおける

高ストレス判定者割合
2027年までに5% 2%

２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1)サステナビリティ全般に関するガバナンス及びリスク管理

当社は空港の設置管理者として、国や空港運営権者である関西エアポート等と日々連携し、関西エアポートの空港

運営モニタリングや関西国際空港及び大阪国際空港の一体的かつ効率的な設置及び管理に関する法律（平成23年法

律第54号。以下、「第一部　企業情報」において「統合法」という。）、空港法、鉄道事業法等の法令遵守を通し

て、航空の総合的な発達に資するとともに、我が国の産業、観光等の国際競争力の強化及び関西における経済の活

性化に努めております。

それらの活動を継続的に実施するにあたり基盤となるコンプライアンス体制の構築及び実践を図ることを目的とし

て、社長が部会長を務める内部統制部会は当社の内部統制システムの整備に関する基本方針に基づき、毎期その運

用状況を確認し、必要に応じて取締役会への報告をしております。

また、取締役会においても取締役会規程に基づき、当社のサステナビリティ等を含む事業に影響を及ぼす事項につ

いての審議及び議決の実施、執行役員を通じた各部署等への業務指示や執行状況についての定期的な監督をしてお

ります。

(2)重要なサステナビリティ項目

上記のガバナンス及びリスク管理を通して識別された当社における重要なサステナビリティ項目は以下のとおりで

あります。

・人的資本経営に向けた取組

・脱炭素に向けた取組

航空業界においては業界特有の高い専門性・経験等が求められる場合も多く、必要な人員体制を確保し安定的な

業務遂行につなげるためには、人的資本となる従業員へのケアが非常に重要と考えております。そのため、サステ

ナブルな組織運営を実現するために、人的資本経営に向けた取組が必要であると認識しております。

また、航空法等の改正により、脱炭素化の推進が規定づけられており、空港設置管理者として空港関係事業者等

と連携の上で行動していく必要があります。そのため、持続可能なエネルギーを資源とした社会を実現するため

に、脱炭素に向けた取組を推進していくことが必要であると認識しております。

それぞれの項目に係る当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。

①人的資本経営に向けた取組

1.ガバナンス

「(1) サステナビリティ全般に関するガバナンス及びリスク管理」を参照ください。

2.戦略

　当社グループにとって「人」は最大の資産です。社員一人ひとりが心身ともに健全であることで大きな活力を生

み出し、その活力は当社グループの事業運営に欠かせないものであると認識しております。そのため、労働安全衛

生法に基づく定期健康診断、ストレスチェックはもとより、人間ドック助成、希望者へのメンタルヘルスカウンセ

リングなども独自に実施し、社員が心身ともに健康であるための取組を継続的に実施しております。

3.リスク管理

「(1) サステナビリティ全般に関するガバナンス及びリスク管理」を参照ください。

4.指標及び目標

　「2.戦略」に記載のあるストレスチェックにおける高ストレス判定者割合についての当社グループの実績値及び

目標値は以下となります。

②脱炭素に向けた取組

1.ガバナンス

　我が国においては、パリ協定に定める目標(世界全体の気温上昇を2℃より十分下回るよう、さらに1.5℃までに

制限する努力を継続)等を踏まえ、2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする2050年カーボンニュ

ートラル、脱炭素社会の実現を目指すことが宣言されました。航空法等の一部改正(2022年12月施行)により、空港
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指標 目標 実績

温室効果ガス

排出量の削減

(集計範囲：

空港施設、航

空灯火、空港

車両)

関西国際空港においては、

2030年度に2013年度比50％、

2050年度に実質ゼロ

大阪国際空港においては、

2030年度に2013年度比46％、

2050年度に実質ゼロ

関西国際空港における2013年

度の温室効果ガス排出量は

138,425t-CO2

大阪国際空港における2013年

度の温室効果ガス排出量は

28,688t-CO2

関西国際空港における2023年

度の温室効果ガス排出量は

82,890t-CO2

大阪国際空港における2023年

度の温室効果ガス排出量は

16,335t-CO2

脱炭素化推進計画の認定制度が創設されたこと等を踏まえ、航空分野における脱炭素社会の実現に向けた対策を一

層推進するため、空港関係事業者や行政機関等からなる空港脱炭素化推進協議会を両空港に設置し、当社は事務局

として当協議会の運用をしております。

2.戦略

　2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現に向け、当社は空港関係事業者や行政機関等からなる空港脱炭

素化推進協議会を両空港に設置しております。協議会を通じて、温室効果ガス排出量の現状及び削減目標、目標達

成のための取組内容（空港施設及び空港車両の省エネ化、太陽光発電設備等の再生可能エネルギー等の導入促進）

等について取りまとめを行うとともに、空港法第25条に基づき関西国際空港脱炭素化推進計画及び大阪国際空港脱

炭素化推進計画を策定し、2023年12月１日に国土交通大臣の認定を受けました。

3.リスク管理

　2024年度には空港脱炭素化推進協議会を両空港とも1回開催し、「2.戦略」に記載した目標達成のための取組に

ついて進捗状況を確認しました。

　今後も同協議会を定期的（年1回程度）に開催し、両空港の脱炭素化に取り組んでまいります。

4.指標及び目標

　「2.戦略」の実施に向けて以下の指標及び目標を設定しております。また目標に向けて2013年度の実績及び2023

年度の実績については以下のとおりです。
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３【事業等のリスク】

　当社グループの事業等に関するリスクについて、経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要な事項を以下に記載しています。当社グループでは、

これらのリスクに対する施策を講じるとともに、リスクが顕在化した際には適切な対応が迅速に行えるように、リス

ク管理体制の整備・強化を図っています。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

（1）法的規制等について

　　当社は、統合法に基づき、2012年４月１日に設立されました。

　当社の事業活動は、統合法のほか、航空法、鉄道事業法等の関連法規により規制を受けています。

　統合法では、当社の目的（第６条）及び事業の範囲（第９条）を定義するとともに、政府が当社の発行済株式

の総数を保有すること（第７条）を規定しています。また、代表取締役等の選定等の決議（第21条）、毎事業年

度の事業計画の策定（第22条）、弁済期限が一年を超える社債の発行又は借入（第23条第１項）、重要な財産の

譲渡（第24条）、会社の定款の変更（第25条）等に関して国土交通大臣の認可が必要となります。

　航空法では、空港又は航空保安施設の設置（第38条）及び変更（第43条）に関して、国土交通大臣の許可が必

要とされています。

　また、当社は鉄道事業法第２条第４項に規定する第三種鉄道事業の許可を受けた者であるため、鉄道事業会計

規則に基づく区分会計を行っています。

（2）コンセッション契約について

当社は、2015年12月９日開催の取締役会において、関西エアポートへの関西国際空港及び大阪国際空港特定空

港運営事業等公共施設等運営権設定について決議し、2015年12月15日付で関西エアポートと実施契約を締結し、

2016年４月１日を効力発生日として事業の譲渡等を行いました。

これにより、空港運営の事業リスクは基本的には関西エアポートに移転することになりましたが、実施契約に

より以下のとおり関西エアポート（以下、本項において「運営権者」という。）とリスクを分担しており、空港

の設置管理者として一定のリスクは当社に残ることになります。

・当社は、原則として、運営権者による事業の実施に対して、何らの支払義務を負わない。運営権者は、実施契

約で記載する当社の費用負担、賠償又は補償等を行うものを除き、原則としてその責任で事業を実施し、事業

において運営権者に生じた減収、費用増等について、全て運営権者が負担する。

・当社の責めに帰すべき事由により運営権者に増加費用又は損害が生じた場合は、当社が補償し、また、それに

より実施契約上の重要な義務が履行困難になった場合は当該履行困難となった運営権者の義務を必要な範囲及

び期間で免責するものとする。

・一般的な法令等の変更又は政策変更により運営権者に増加費用又は損害が生じるときは、運営権者が当該増加

費用又は損害を負担するものとする。ただし、当社は、所定の特定の法令等の変更又は政策変更（以下、「特

定法令等変更・特定政策変更」という。）により運営権者に増加費用又は損害が生じた場合は、それを補償す

るものとする。

・不可抗力が発生し両空港の施設に損害が生じた場合において、当社と運営権者はその対応方針について協議

し、所定の方法に基づき、①実施契約を即時解除するか、又は②当社若しくは運営権者が両空港の機能を回復

させるかいずれかの対応をとらなければならない。その際、不可抗力に起因して、両空港の空港用施設につい

て物理的損害が生じその損害からの復旧に要する費用が100億円超（火災等については350億円超、放射能汚染

については、運営権者が第三者に対する損害賠償請求によって賠償を受けられないことが明らかな金額部分で

あって10億円超の部分。）である場合には、それらを超える金額については当社が補償する。

・不可抗力により履行困難となった場合の措置として、運営権対価の支払期限の延長その他支払スケジュールの

変更が必要であると合理的に判断される場合には当該変更を行うものとし、その変更内容については当社と運

営権者の間で協議の上で決定するものとする。

・災害に起因する損害については、運営権者が、運営権者の負担で、2015年度において当社が加入していた財産

保険と同等の保険及びその他自ら付保することとしている保険等により対応することとする。
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・上記のほか、当社が補償する主要な項目は以下のとおりである。

　　当社が自ら行っている鉄道事業に係る業務に起因して、当社の責めに帰すべき事由により運営権者に増加費

用又は損害が生じた場合には、当社はその増加費用又は損害を補償する。

　　事業期間中に想定される関西空港の空港用地の沈下に対応するために必要と想定される業務については、運

営権者は自己の責任で当該業務を実施するものとする。その際、費用負担として要求水準書において示す範囲

内は運営権者の負担とする。また、当該要求水準書において示す範囲を上回る対応が必要となった場合であっ

て、本契約締結時点において通常予見し得ない事由により関西空港の空港用地に要求水準書において示す範囲

の想定事業では対応が不可能な沈下が発生し、運営権者に増加費用又は損害が発生した場合には、当社がその

増加費用又は損害を補償する。

　　ＰＦＩ法第29条第１項第２号に規定する事由による緊急事態等により運営権の行使が停止された場合で、運

営権者に増加費用又は損害が発生した場合には、当社がその増加費用又は損害を補償する。

・以下の（ア）～（ウ）により本事業の継続が困難となった場合は、実施契約を解除又は終了するものとする。

この場合、実施契約の定めるところにより、運営権者は空港用施設を当社に返還し又は当社の指定する第三者

に引き渡す。また、運営権者は、解除又は終了後遅滞なく、当社と協議し、要求水準に従い返還計画を作成し

なければならない。実施契約解除時に運営権者が所有する株式・契約・動産等については、実施契約に定める

ところに従い、当社又は当社の指定する第三者に移転されるべきものについては、予め当社と合意された手続

により移転され、移転されないものについては、運営権者が自らの責任及び費用により処分する。

（ア）運営権者の責めに帰すべき事由

（イ）当社の責めに帰すべき事由、特定法令等変更・特定政策変更及び当社の任意事由

（ウ）不可抗力

（3）金利変動の影響について

　当社は、国において措置された財政融資資金及び空港整備にかかる設備投資のために多額の資金調達を行って

きた結果、当連結会計年度末における当社グループの有利子負債残高は、783,438百万円となりました。

　今後の金利動向及び格付の変更により債務の償還を行うための借換え等における調達金利が変動すると、当社

グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以

下「経営成績等」という。）の状況の概要及び経営者の視点による分析・検討内容は次のとおりです。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

（１）財政状態、経営成績の状況及び経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　当社は2016年４月、コンセッションによって両空港の運営権を関西エアポートへ引き継いだことにより、空港施設

等の資産を管理しつつ、空港の設置管理者として、関西エアポートの空港運営が適切に行われるよう、モニタリング

するとともに、自社事業である鉄道事業などを実施する会社となっています。

　コンセッションにより関西エアポートからの安定した運営権対価収入を確保できるスキームが構築され、当該スキ

ームのもと、確実に債務返済を進めています。

　2024年度においても債務返済は順調に推移しており、社債発行による借換えを行いながら、債務の返済に努め、社

債及び長期借入金の残高は53,601百万円減となりました。また、社債の発行にあたっては、平均金利の引き下げと将

来の金利上昇リスクへの対応として、現在の金利環境に対応し、2024年度は5年債及び10年債を発行しました。調達

資金全額について、ソーシャルボンドとして発行しました。

　なお、関西国際空港の防災機能強化対策や関西国際空港第１ターミナル改修事業及び脱炭素化等事業に活用すべく

発行済みの社債の一部を置き換える資金として国から財政融資資金を2019年度に1,500億円、2020年度に2,000億円、

2021年度に200億円を借り入れていますが、この長期固定の低金利資金の導入により、今後の債務返済を一層確実な

ものとしております。

　当社グループにおける当連結会計年度の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

　なお、当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる会計基準に準拠して作成して

います。この連結財務諸表の作成にあたって、必要と思われる見積りは、合理的な基準に基づいて実施しています。

①財政状態

　当連結会計年度における資産合計は1,993,183百万円、負債合計は1,084,665百万円、純資産合計は908,518百万

円となりました。

（資産の部）

　流動資産は145,149百万円と、前連結会計年度末より23,933百万円の減少となりました。固定資産は1,848,034

百万円と、前連結会計年度末より34,067百万円の減少となりました。固定資産の主な内訳として土地は1,543,022

百万円、建物及び構築物は300,922百万円となります。結果、資産合計は1,993,183百万円と、前連結会計年度末

より58,001百万円の減少となりました。

（負債の部）

　負債合計は1,084,665百万円と、前連結会計年度末より51,260百万円の減少となりました。このうち、社債及び

長期借入金については、社債が45,005百万円の減少、長期借入金が8,595百万円の減少により、53,601百万円の減

少となりました。

（純資産の部）

　純資産合計は908,518百万円と、前連結会計年度末より6,740百万円の減少となりました。

②経営成績

（営業収益）

　当連結会計年度における営業収益は63,915百万円と、前連結会計年度に比べ4,304百万円の増収となりました。

これは、関西エアポートからの運営権対価収入が安定しており、実施契約に基づく収入の増加が主な要因となり

ます。

（営業費用）

　当連結会計年度における営業費用は41,048百万円と、前連結会計年度に比べ646百万円の増加となりました。こ

れは主に、施設運営費及び一般管理費等の増加によるものです。

（営業利益）

　以上の結果、当連結会計年度における営業利益は22,867百万円と、前連結会計年度に比べ3,657百万円の増益と

なりました。

（営業外損益）

　当連結会計年度における営業外収益は269百万円となる一方、営業外費用は6,057百万円となりました。
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（経常利益）

　以上の結果、当連結会計年度における経常利益は17,079百万円と、前連結会計年度に比べ3,967百万円の増益と

なりました。

（特別損益）

　当連結会計年度における特別損益のうち、特別利益は117百万円、特別損失は3,043百万円となりました。特別

利益は固定資産売却益であり、特別損失は主に関西国際空港第１ターミナル改修事業に伴う建物等不要資産の除

却による固定資産除却損等となります。

（親会社株主に帰属する当期純損失）

　以上により、税金等調整前当期純利益は14,153百万円となる一方、法人税、住民税及び事業税、非支配株主に

帰属する当期純利益を減じ、法人税等調整額19,177百万円を計上した結果、親会社株主に帰属する当期純損失は

10,817百万円と、前連結会計年度に比べ15,029百万円の減益となりました。

以下にセグメント別の経営成績について記載しています。

（空港事業）

　コンセッションに伴い、両空港の運営権者である関西エアポートから実施契約に基づき受け取る運営権対価収

入及び固定資産税等負担金収入等に係る収益がセグメントの営業収益に計上されています。

　当連結会計年度における当セグメントの営業収益は60,192百万円（前年同期比8.5％増）、セグメント利益は

22,207百万円（前年同期比23.0％増）となりました。

（鉄道事業）

　鉄道事業について、当社は第三種鉄道事業者として関西国際空港の重要なアクセスを担っており、安全・確

実・快適な旅客輸送ができるように鉄道施設の管理を行っています。

　当連結会計年度における当セグメントの営業収益は3,722百万円（前年同期比9.8％減）、セグメント利益は660

百万円（前年同期比42.9％減）となりました。

③重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ています。重要な会計方針については、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記

事項　（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）」に記載しています。

（２）キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

　当社はコンセッションに伴い、関西エアポートからの運営権対価等を収受し、債務の早期かつ確実な返済を行っ

ています。また、子会社である関西国際空港土地保有㈱に係る債務と併せて、当社の信用力の活用等により資金調

達を行うなど、当社グループ一体となって長期債務の早期かつ確実な返済を行っています。

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は142,046百万円（前連結会計

年度末残高167,353百万円）と、期首より25,306百万円の減少となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は、29,304百万円となりました（前年同期は30,557百万円の獲得）。これは主

に、税金等調整前当期純利益14,153百万円、減価償却費23,485百万円等の資金の増加要因と、預り保証金の減少

2,704百万円等の資金の減少要因によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、1,015百万円となりました（前年同期は10,945百万円の使用）。これは主に、

固定資産の取得によるものです。
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セグメントの名称

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

金額（百万円） 前年同期比（％）

　空港事業 60,192 108.5

　鉄道事業 3,722 90.2

合計 63,915 107.2

相手先

前連結会計年度

（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当連結会計年度

（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

関西エアポート 55,484 93.1 60,192 94.2

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、53,595百万円となりました（前年同期は83,354百万円の使用）。これは主

に、社債の償還によるものです。

（３）生産、受注及び販売の実績

①生産及び受注の実績

　当社グループにおいては、主として空港事業及び鉄道事業を行っていますが、生産及び受注については該当

事項はありません。

②販売の実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。

（注）主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりです。
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５【重要な契約等】

Ⅰ．関西国際空港㈱（現　関西国際空港土地保有㈱）との賃貸借契約

　当社は、関西国際空港㈱（現　関西国際空港土地保有㈱）との間で行う「賃貸借契約」の締結について、2012年

６月29日に会社法第348条第２項における承認を受けています。なお、当該契約の主な内容は以下のとおりです。

　 契約会社  ：新関西国際空港㈱

　 契約相手方：関西国際空港㈱（現　関西国際空港土地保有㈱）

　 賃貸借物件：関西国際空港用地及び同空港用地の管理に必要となる構築物

　 契約内容  ：関西国際空港の設置及び管理等の事業に使用することを目的とする当該物件の賃貸借契約

　 契約締結日：2012年６月29日

　 賃貸借期間：2012年７月１日から2060年３月31日まで

Ⅱ．関西エアポートとの実施契約

　当社は、関西国際空港及び大阪国際空港特定空港運営事業等公共施設等運営権設定について、2015年12月15日付

で関西エアポートと実施契約を締結しました。なお、当該契約の主な内容は以下のとおりです。

１．公共施設等運営権者（以下、「運営権者」という。）の名称、住所、代表者の氏名、資本金及び事業の内

容

（1）名称　　　　：　関西エアポート㈱

（2）住所　　　　：　大阪市西区西本町１丁目４番１号

（3）代表者の氏名：　代表取締役社長　山谷　佳之

（4）資本金　　　：　25,000百万円

（5）事業の内容　：　関西国際空港及び大阪国際空港特定空港運営事業等

２．当該実施契約の内容

（1）事業名称

　　 関西国際空港及び大阪国際空港特定空港運営事業等

（2）事業の対象となる公共施設等の名称及び種類

　 ①名称

　 （ア）関西国際空港

　　　　　 所在地　大阪府泉佐野市泉州空港北１番地 他

　 （イ）大阪国際空港

　　　　　 所在地　大阪府豊中市蛍池西町３丁目555番地 他

　 ②種類

　　 空港基本施設及び空港航空保安施設、空港機能施設等

（3）公共施設等の管理者等

　　 新関西国際空港㈱

（4）運営権者の商号

　　 関西エアポート㈱

（5）事業期間・運営権の存続期間

　 ①本事業の事業期間

本事業を実施する期間は、2016年４月１日（以下、「事業開始日」という。）から、2060年３月31日

（以下、「事業終了日」という。）までとする。

　 ②運営権の存続期間

運営権は、事業開始日に先だって設定され、運営権の存続する期間（以下、「運営権存続期間」とい

う。）は、公共施設等運営権の設定日である2015年12月15日から、事業終了日までとする。運営権は、事

業終了日をもって消滅する。

　 ③運営権存続期間の延長

運営権存続期間は延長しない。
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（6）運営権対価の額（年間の受取額）

　　 37,275百万円

　　 ※上記の運営権対価に実施方針時における固定資産税等想定額並びに、事業開始前に受取る運営権者譲

渡対象資産譲渡対価の毎年度相当額及び履行保証金の金利効果を考慮すると490億円に相当する。

（7）履行保証金の額（運営権者により一括して差し入れられる額）

　　 175,000百万円

（8）公共施設等運営事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項及び契約終了時の措置に関す

る事項

　 ①契約解除又は終了事由と解除又は終了時の取扱い

　　　 以下の（ア）～（ウ）により本事業の継続が困難となった場合は、実施契約を解除又は終了するもの

とする。この場合、実施契約の定めるところにより、運営権者は空港用施設を当社に返還し又は当社の

指定する第三者に引き渡す。また、運営権者は、解除又は終了後遅滞なく、当社と協議し、要求水準に

従い返還計画を作成しなければならない。実施契約解除時に運営権者が所有する株式・契約・動産等に

ついては、実施契約に定めるところに従い、当社又は当社の指定する第三者に移転されるべきものにつ

いては、予め当社と合意された手続により移転され、移転されないものについては、運営権者が自らの

責任及び費用により処分する。

　　 （ア）運営権者の責めに帰すべき事由

　　 （イ）当社の責めに帰すべき事由、特定の法令・政策変更及び当社の任意事由

　　 （ウ）不可抗力

　 ②運営権者の融資金融機関等と当社の協議

　　　 当社は、必要に応じて、運営権者の融資金融機関等と直接協定を結び、融資金融機関等による運営権

又は運営権者の株式に対する担保権の設定、融資金融機関等の担保実行による運営権の移転又は空港の

運営に関与する株主（構成員）の交代等に関して合意する場合がある。

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。

- 15 -



第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

空港運営に関わる設備投資については、実施契約に基づき関西エアポートの判断で、同社の負担で行うこととなっ

ています。

なお、当社グループの主な設備投資の内容は次のとおりです。

鉄道事業においては、関西空港連絡橋風速計更新等により、設備投資額は262百万円となりました。

　また、関西エアポートが実施する両空港における航空灯火ＬＥＤ化等の脱炭素化事業において、当社が設置管理者

として1,210百万円を負担しました。

2025年３月31日現在

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）

建物・建物
附属設備・
構築物

機械装置・
車両運搬具

土地
（面積千㎡）

その他 合計

本社

（大阪府泉南郡田尻町

他）

空港事業
関西国際空港

施設
236,672 854

449

(11)
2 237,978

26

[6]

大阪国際空港本部

（大阪府豊中市他）
空港事業

大阪国際空港

施設
36,936 288

122,184

(3,531)
－ 159,409

2

[1]

鉄道

（大阪府泉佐野市他）
鉄道事業 鉄道施設 26,994 152

42

(1)
12 27,201

5

[1]

従業員宿舎

（大阪府貝塚市他）
空港事業 宿舎 320 －

259

(16)
－ 579 －

2025年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

セグメ
ントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数

（人）
建物・建物
附属設備・
構築物

機械装
置・車両
運搬具

土地
（面積千㎡）

その他 合計

関西国際空港

土地保有㈱

本社（大阪府

泉佐野市）
－ 土地 － －

1,420,086

(10,351)
－ 1,420,086 0

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりです。

（1）提出会社

（2）国内子会社

（3）在外子会社

　当社及び連結子会社は、本邦以外の国又は地域に存せず、開示の対象とすべきものはありません。

（注）１．提出会社の本社は大阪府泉南郡田尻町に、関西国際空港施設は大阪府泉佐野市、泉南郡田尻町及び泉

　　　　南市に所在する施設です。

　大阪国際空港本部は大阪府豊中市に、大阪国際空港施設は主に兵庫県伊丹市、大阪府豊中市及び池田

市に所在する施設です。

　鉄道施設は、関西空港駅連絡橋及びりんくうタウン駅までの駅舎、軌道です。

２．建設仮勘定407百万円を含みません。

３．従業員数の［　］は、臨時従業員数を外書しています。

　なお、関西国際空港土地保有㈱の従業員数については、統合法附則第３条第３項に基づき、2012年７

月１日付けで当社を吸収分割承継会社とし、関西国際空港土地保有㈱を吸収分割会社とする吸収分割を

行ったことにより、関西国際空港土地保有㈱従業員は全て当社に移り、また同社業務を当社は受託して

いることから、従業員数は０人です。

４．関西国際空港土地保有㈱については、関西国際空港用地の保有・管理・賃貸に係る事業を行っている

ことから、特定のセグメント名称は記載していません。
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会社名

事業所名
所在地

セグメン

トの名称

設備の内容
投資予定

金額

(注)１、２

（百万円）

資金調達

方法

着手及び完了

予定年月

主な内容 着手 完了

新関西国際

空港（株）

関西国際

空港（大

阪府泉南

郡田尻

町）

空港事業
空港機

能設備

空港の脱炭素

化事業
2,640 自己資金 （注）３ （注）３

関西国際空港

第１ターミナ

ル改修事業

198 自己資金 （注）３ （注）３

３【設備の新設、除却等の計画】

（1）重要な設備の新設等

空港運営に関わる設備投資については、実施契約に基づき、関西エアポートの判断で、同社の負担で行うこと

となっています。

また、2025年大阪・関西万博に向け関西国際空港の機能強化のため、関西エアポートが実施する関西国際空港

第１ターミナル改修事業の着実な推進を図るための、令和２年度補正予算で措置された財政融資資金2,000億円を

活用することにより、関西エアポートが実施する関西国際空港第１ターミナル改修事業について、空港の機能強

化を着実に進めていく観点から、当社が設置管理者として、事業に要する費用の２分の１を負担することとなっ

ています。

また、政府が定めた空港における脱炭素目標（2030年度において対2013年度46％減）の達成に向け、関西エア

ポートが実施する両空港における航空灯火ＬＥＤ化等の脱炭素化事業について、空港の脱炭素化を着実に進めて

いく観点から、当社が設置管理者として、令和３年度補正予算で措置された財政融資資金200億円を活用すること

により、事業に要する費用の２分の１を負担することとなっています。

（注）１．百万円未満の金額を四捨五入して表示しています。

２．記載の金額は、統合法第22条に基づき作成した2025年度事業計画において同年度支出予定としたもので

す。

３．関西エアポートが作成し、当社が承認した事業計画に基づき、関西エアポートにおいて工事を進めていま

す。

（2）重要な設備の除却等

重要な設備の除却等の計画はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（2025年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（2025年６月24日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,926,664 10,926,664 非上場

・完全議決権株式

・単元株式数の定めはあり

ません。

・当社の株式を譲渡により

取得するには、取締役会

の承認を要する旨定款に

定めています。

計 10,926,664 10,926,664 － －

②【発行済株式】

（注） 発行済株式数は全て現物出資（統合法に基づく国（国土交通大臣及び財務大臣）並びに(独)空港周辺整備機構から

の現物出資額 資産 554,905百万円、負債 1,864百万円（2012年７月１日現在帳簿価額））によるものです。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

2012年７月１日（注） 10,917,664 10,926,664 299,700 300,000 252,885 253,041

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（注）2012年７月１日の増加は統合法附則第５条第６項から第９項の規定に基づき、国（国土交通大臣及び

財務大臣）並びに(独)空港周辺整備機構が行った現物出資に対する発行です。

- 18 -



（2025年３月31日現在）

 区分

株式の状況
単元未満

株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数（人） 2 － － － － － － 2 －

所有株式数

（株）
10,926,664 － － － － － － 10,926,664 －

所有株式数の

割合（％）
100.0 － － － － － － 100.0 －

（５）【所有者別状況】

（2025年３月31日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数

（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

国土交通大臣 東京都千代田区霞が関２丁目１－３ 10,000,843 91.53

財務大臣 東京都千代田区霞が関３丁目１－１ 925,821 8.47

計 － 10,926,664 100.00

（６）【大株主の状況】

（2025年３月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　10,926,664 10,926,664 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 10,926,664 － －

総株主の議決権 － 10,926,664 －

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

②【自己株式等】

    該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　  該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　  該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　  該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　  該当事項はありません。

３【配当政策】

  当社は、「株主総会の決議により、毎年３月31日の最終の株主名簿に記載され、又は記録された株主若しくは登録

株式質権者に対し金銭による剰余金の配当を支払う」旨を定款で定めていますが、当社グループでは多額の債務を有

し、「関西国際空港の整備に要した費用に係る債務の早期の確実な返済」を会社の責務の一つとしていることから、

まずは債務の返済を優先させてまいります。

　なお、当社は統合法第25条の規定により、剰余金の配当その他の剰余金の処分について、国土交通大臣の認可を受

ける必要があります。
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

　当社におけるコーポレート・ガバナンスは、監査役（会）設置型の経営機関制度を採用し、経営の重要な意思決定

機関及び取締役の職務執行の監督機関として取締役会を、監査機関として監査役会を設置しています。さらに併せて

業務執行機能のスピードアップと強化を図るべく、執行役員制度を導入しています。

　また、当社は、会計監査人による監査に加え、他の民間企業では通常実施されない会計検査院等の国の機関による

検査等も受けています。このように、社内外からの多様な監査等を受けることで、法令遵守体制の強化・徹底が図ら

れていると認識しています。

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況）

① 会社の機関の内容

当社の意思決定、執行、監督を行う経営管理組織は、以下のとおりです。

イ．取締役会

　取締役会は、月１回の定例開催と、必要に応じて随時、臨時開催をしています。

　経営意思決定機関として、法令及び定款に定められた事項並びに特に重要な事項を決議するとともに、取締役

の職務執行を監督しています。

ロ．監査役会

　監査役会は、原則として２ヶ月に１回の定例開催と、必要に応じて随時、臨時開催することとしています。

　監査役は、取締役会その他の重要な会議へ出席するほか、取締役及び使用人から業務執行に関する必要な報告

を受け、会社の業務及び財産の状況を調査しています。
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② 内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況

　当社の内部統制システム及びリスク管理体制の整備については、統合法をはじめとする法令の遵守はもとより、

次のとおり取締役会において決定した内部統制システムの整備の基本方針に基づき、常日頃から行動規範に従い職

務に当たるよう努めています。

＜内部統制システムの整備に関する基本方針＞

（1）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・文書管理規程に従い適切に保存・管理を行う。

・個人情報を含め会社の保有する情報資産を様々な脅威から保護するために情報セキュリティポリシー等を策

定するとともに、情報セキュリティポリシーの運用状況の管理を行う。

（2）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・災害、事故、環境問題、入札談合等に係るリスクについては、未然防止の観点から、規則・指針の制定、研

修・訓練の実施、マニュアルの作成・配布等を行う。

・リスク管理の実効性を確保するための会議体を設置する。

（3）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・重要な職務の執行に関する事項については、業務の適正及び効率を高めるため、関係する取締役、執行役

員、部長等から構成する会議を開催して審議を行う。

・取締役会等での決定にもとづく業務執行は、組織規程及び専決規程において明確化された職務分掌及び権限

に基づき、各部署において執行する。

・事務の電子化の一層の推進により業務の効率化を図る。

（4）取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・企業行動指針、役職員倫理規程、公益通報処理規程等の規則を制定し、使用人への研修を実施するととも

に、コンプライアンスに関する会議体を設置する。

・会計検査院等の外部機関による検査等を受検するとともに、内部監査部門による監査を実施する。

・使用人等からの法令違反行為に関する通報等に対応する窓口を設置する。

（5）当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

①子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当該株式会社への報告に関する体制

・役員の兼任により円滑な意思疎通を図る。

②子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・役員の兼任により親会社と一体化したリスク管理を行う。

③子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・役員の兼任により効率化を図るとともに、必要に応じて業務を親会社へ委託する。

④子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・子会社に対する監査役及び会計監査人による調査を実施する。

（6）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

・監査役の職務を補助するため総務部総務課内の使用人を兼任で配置する。

・当該使用人は、監査役監査に関する調査その他の事務を補助する。

（7）前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

・監査役を補助する使用人は、監査役の補助を行うにあたって監査役の指揮を受けて職務を行うものとし、そ

の人事考課については監査役が行う。

・監査役を補助する使用人の人事異動について監査役の同意を得る。

（8）監査役の第６号の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

・監査役を補助する使用人は、監査役の補助を行うにあたって監査役の指揮命令に従う。

（9）監査役への報告に関する体制

①取締役及び使用人が監査役に報告するための体制

・監査役は、取締役会、内部統制部会等重要な会議への出席、定期的な監査役ヒアリングを実施する。

・取締役及び使用人は、会社に著しい損害を与えるおそれのある事実を発見したときは、監査役に対して速や

かに当該事実を報告しなければならないものとする。

・取締役及び使用人は、監査役から業務執行に関する事項の報告を求められる場合には速やかに報告を行わな

ければならないものとする。

②子会社の取締役・監査役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査役に報告をするための体制

・監査役は、子会社に対し、定期的に監査役ヒアリングを実施する。

・子会社の取締役・監査役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、会社又は子会社に著しい損害

を与えるおそれのある事実を発見したときは、監査役に対して速やかに当該事実を報告しなければならないも
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区分 支給人員 報酬の総額 摘要

取締役 4名 80百万円
株主総会決議（2012年６月27日）による報酬限度額

年額250百万円以内

社外監査役 4名 25百万円
株主総会決議（2012年６月27日）による報酬限度額

年額30百万円以内

合計 8名 105百万円

のとする。

・子会社の取締役・監査役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、監査役から業務執行に関する

事項の報告を求められた場合には速やかに報告を行わなければならないものとする。

（10）前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

・監査役へ報告を行った取締役及び使用人並びに子会社の取締役・監査役等及び使用人に対し、当該報告をし

たことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を周知徹底する。

（11）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用

又は債務の処理に係る方針に関する事項

・監査役がその職務の執行について、会社法第388条に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、当該請求

に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は

債務を処理する。

・監査役の職務の執行について生ずる費用等に充てるため、監査役との協議に基づき、毎年度予算措置を講ず

る。

（12）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査役は、会計監査人の取締役からの独立性を確保するため、会計監査人を監視し、その業務を検証する。

また、取締役は、会計監査人の報酬及び会計監査人に依頼する非監査業務については、監査役の事前承認を要

する。

・監査役は、監査役監査を実施するため、必要があると認めるときは、代表取締役の承認を得て、監査役を補

助する使用人以外の使用人に監査役監査に関する調査その他の事務を補助させることができる。

　また、財務報告等の信頼性についても社内規則を整備し、総務部内の各課等が互いに連携、牽制しながら業務

に当たる制度を確立させているほか、その結果作成された財務報告は会計監査人による監査と、会計検査院によ

る検査という、外部機関による監査を複数受けていることから、その信頼性は高いものと認識しています。

（役員報酬の内容）

（注）上記の支給人員は、2024年６月27日開催の第12回定時株主総会の終了をもって退任した社外監査役４名、並

びに同定時株主総会の翌日以降在任した取締役４名及び社外監査役６名のうち、当事業年度において実際に

報酬を支給した人員数を記載しております。

（役員等賠償責任保険契約の内容の概要等）

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。

①被保険者の範囲

当社の取締役、監査役及び執行役員並びに当社の子会社の取締役及び監査役。

②保険契約の内容の概要

被保険者が①の会社の役員等としての職務の執行（不作為を含む）に関して損害賠償請求がなされたことによ

り、被保険者が被る損害賠償金や争訟費用等を補償するもの。ただし、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違法行

為を行った役員自身の損害等は補償対象外とすることにより、役員等の職務の執行の適正性が損なわれないよう

に措置を講じています。また、保険料は全額当社が負担しています。

（取締役の定数）

　当社の取締役は、10名以内とする旨を定款に定めています。

（取締役の選任の決議要件）

　当社は、取締役の選任決議について、累積投票によらない旨を定款に定めています。
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氏　名 開催回数 出席回数

保田　亨 10回 10回

新垣　慶太 10回 10回

橋本　亮二 10回 10回

源田　博文 10回 10回

（取締役会の活動状況）

　当事業年度において取締役会を10回開催しており、個々の取締役の出席状況については次のとおりであります。

　取締役会における具体的な検討内容は、法定事項に加え資金調達の承認、事業計画の策定、空港運営権者モニタリ

ング結果の審議等であります。

　当社は、第13回定時株主総会（書面決議）の議案（決議事項）として、「取締役４名の選任の件」を提案しており

ます。全ての株主から当該議案の同意が得られた場合、2025年６月26日に当該議案を可決する旨の株主総会決議あっ

たものとして取扱うこととなり、当社の取締役は４名となります。可決された場合の構成員については、後記

「（２）役員の状況」のとおりであります。
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（株）

代表取締役社長 保田　亨 1960年７月30日生

1983年４月 関西電力株式会社　入社

1992年６月

2006年12月

関西国際空港株式会社総務部総務課

関西電力株式会社北陸支社次長

2008年６月 同　地域共生・広報室報道グループチーフマネジ

ャー

併　企画室IR推進プロジェクトチームマネジャー

2009年６月 同　地域共生・広報室地域共生・広報部長

兼　地域共生・広報室報道グループチーフマネジ

ャー

併　企画室IR推進プロジェクトチームマネジャー

2012年６月

2013年６月

2017年５月

2019年７月

2020年４月

2021年６月

〃

2023年６月

〃

同　広報室　広報部長

兼　広報室　広報宣伝グループチーフマネジャー

同　広報室長

同　執行役員滋賀支社長

併　地域エネルギー本部副本部長

同　執行役員　送配電カンパニー滋賀支社長

関西電力送配電株式会社執行役員　滋賀支社長

新関西国際空港株式会社代表取締役副社長

関西国際空港土地保有株式会社取締役

新関西国際空港株式会社代表取締役社長（現任）

関西国際空港土地保有株式会社

代表取締役社長（現任）
　

（注）１ －

取締役副社長

兼副社長執行役員
新垣　慶太 1967年４月16日生

1991年４月

2007年４月

2009年３月

2010年４月

2011年７月

2011年10月

2013年８月

2014年７月

2016年６月

2018年４月

2019年７月

2020年７月

2022年７月

2023年６月

〃

2024年６月

運輸省（現　国土交通省）入省

国土交通省近畿運輸局自動車交通部長

同　大臣官房総務課企画官（海事局）

同　総合政策局政策課政策企画官

同　総合政策局参事官付

同　観光庁観光地域振興部観光資源課長

（併）内閣官房内閣参事官（内閣官房副長官補

付）

同　海事局内航課長

同　海上保安庁総務部主計管理官

同　航空局安全部安全企画課長

同　海上保安庁総務部政務課長

株式会社日本政策投資銀行常務執行役員

国土交通省航空局次長

新関西国際空港株式会社取締役副社長

関西国際空港土地保有株式会社取締役（現任）

新関西国際空港株式会社

取締役副社長　兼副社長執行役員（現任）
　

（注）１ －

専務取締役

兼専務執行役員
橋本　亮二 1969年８月18日生

1992年４月

2011年10月

2013年７月

2014年４月

2016年４月

2018年４月

2018年８月

2019年７月

2021年６月

2023年６月

〃

運輸省（現　国土交通省）入省

国土交通省関東運輸局企画観光部長

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

国鉄清算事業管理部長

同　経営自立推進・財務部長

国土交通省海事局海技・振興課長

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構国

際・企画部担当部長

同　企画部長

国土交通省総合政策局情報政策課長

新関西国際空港株式会社

常務取締役　兼常務執行役員

新関西国際空港株式会社

専務取締役　兼専務執行役員（現任）

関西国際空港土地保有株式会社取締役（現任）
　

（注）１ －

（２）【役員の状況】

2025年６月24日（有価証券報告書提出日）現在の当社の役員の状況は、以下のとおりです。

①役員一覧

男性９名　女性１名　（役員のうち女性の比率10.0％）

- 25 -



役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（株）

常務取締役

兼常務執行役員
源田　博文 1969年２月５日生

1991年４月

2010年４月

2014年４月

2016年４月

2017年４月

2020年４月

2021年６月

〃

明治生命保険相互会社（現　明治安田生命保険相

互会社）　入社

明治安田生命保険相互会社　運用サービス部

証券事務グループ　グループマネジャー

明治安田アセットマネジメント株式会社企画部長

明治安田生命保険相互会社　運用企画部　部次長

同　融資部長

株式会社明治安田総合研究所　政策・経済研究部

長

新関西国際空港株式会社

常務取締役　兼常務執行役員（現任）

関西国際空港土地保有株式会社取締役（現任）
　

（注）１ －

常勤監査役 新井　慎一 1964年４月21日生

1988年４月

2008年６月

2010年６月

2012年７月

2015年７月

2016年６月

2020年６月

2023年７月

2024年６月

〃

西日本旅客鉄道株式会社　入社

同　財務部担当部長

同　京都支社次長

株式会社ジェイアール西日本伊勢丹常務取締役総

務部長

株式会社ジェイアール西日本伊勢丹代表取締役常

務取締役総務部長

西日本旅客鉄道株式会社監査役室長

ＪＲ西日本山陰開発株式会社代表取締役社長

西日本電気テック株式会社監査役

新関西国際空港株式会社常勤監査役（現任）

関西国際空港土地保有株式会社

常勤監査役（現任）
　

（注）２ －

監査役（非常勤） 門口  正人 1946年１月１日生

1971年７月 判事補（大阪地方裁判所）任官

2003年12月 東京高等裁判所判事部総括

2007年２月

2009年８月

2011年３月

2011年４月

2012年４月

2012年12月

東京家庭裁判所所長

名古屋高等裁判所長官

アンダーソン・毛利・友常法律事務所顧問

明治大学法科大学院特任教授

新関西国際空港株式会社監査役（現任）

東京都建設工事紛争審査会委員

2013年４月

2014年４月

2015年７月

2016年６月

2018年６月

2025年４月

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行監査委員会委員

昭和女子大学理事

最高裁判所情報公開・個人情報保護審査委員会委

員

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行取締役・監査等委員

長

公益財団法人東京財団政策研究所（現　公益財団

法人東京財団）評議員（現任）

AI-EI法律事務所顧問弁護士（現任）
　

（注）３ －

監査役（非常勤） 清水　苗穂子 1962年５月９日生

1983年４月

1991年９月

2006年４月

2009年４月

2011年４月

2015年４月

2023年６月

2024年４月

近畿日本ツーリスト株式会社　入社

American Express International, Inc.　入社

羽衣国際大学現代社会学部　講師

羽衣国際大学現代社会学部　准教授

阪南大学国際観光学部　准教授

阪南大学国際観光学部　教授

新関西国際空港株式会社監査役（現任）

阪南大学国際学部国際観光学科　教授（現任）
　

（注）３ －

監査役（非常勤） 髙永　徹 1964年６月19日生

1987年４月

2011年４月

2012年４月

2015年４月

2018年４月

2020年４月

2022年４月

2024年４月

2024年６月

2025年４月

兵庫県　入庁

同　企画県民部広聴室長

同　企画県民部広報課長

同　企画県民部管理局私学教育課長

同　丹波県民局副局長兼県民交流室長・危機管理

員

同　企画県民部県民生活局長兼危機管理員

同　議会事務局長

同　会計管理者

新関西国際空港株式会社監査役（現任）

兵庫県監査委員（現任）
　

（注）２ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（株）

監査役（非常勤） 芝原　哲彦 1965年11月13日生

1988年４月

2012年４月

2014年４月

2017年４月

2018年４月

2020年４月

2022年４月

2024年４月

2024年６月

大阪府　入庁

高石市副市長

大阪府府民文化部都市魅力創造局企画・観光課長

同　府民文化部府民文化総務課長

同　政策企画部戦略事業室長

同　府民文化部次長

地方独立行政法人大阪府立病院機構理事兼本部事

務局長

大阪府会計管理者兼会計局長（現任）

新関西国際空港株式会社監査役（現任）
　

（注）２ －

監査役（非常勤） 髙橋　博之 1966年３月９日生

1989年４月

2012年４月

2015年４月

2017年４月

2018年４月

2021年４月

2023年４月

2024年４月

2024年６月

和歌山県　入庁

同　商工観光労働部企業振興課経営支援班長

同　知事室広報課総務報道班長

同　知事室広報課副課長

同　教育委員会生涯学習局スポーツ課長

同　福祉保健部健康局医務課長

同　福祉保健部福祉保健政策局長

同　会計管理者（現任）

新関西国際空港株式会社監査役（現任）
　

（注）２ －

計 －

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（株）

代表取締役社長 保田　亨 1960年７月30日生

1983年４月 関西電力株式会社　入社

1992年６月

2006年12月

関西国際空港株式会社総務部総務課

関西電力株式会社北陸支社次長

2008年６月 同　地域共生・広報室報道グループチーフマネジ

ャー

併　企画室IR推進プロジェクトチームマネジャー

2009年６月 同　地域共生・広報室地域共生・広報部長

兼　地域共生・広報室報道グループチーフマネジ

ャー

併　企画室IR推進プロジェクトチームマネジャー

2012年６月

2013年６月

2017年５月

2019年７月

2020年４月

2021年６月

〃

2023年６月

〃

同　広報室　広報部長

兼　広報室　広報宣伝グループチーフマネジャー

同　広報室長

同　執行役員滋賀支社長

併　地域エネルギー本部副本部長

同　執行役員　送配電カンパニー滋賀支社長

関西電力送配電株式会社執行役員　滋賀支社長

新関西国際空港株式会社代表取締役副社長

関西国際空港土地保有株式会社取締役

新関西国際空港株式会社代表取締役社長（現任）

関西国際空港土地保有株式会社

代表取締役社長（現任）
　

（注）１ －

（注）１：2023年３月期に係る定時株主総会終結の時から2025年３月期に係る定時株主総会終結の時までです。

　　　２：2024年３月期に係る定時株主総会終結の時から2028年３月期に係る定時株主総会終結の時までです。

　　　３：2023年３月期に係る定時株主総会終結の時から2027年３月期に係る定時株主総会終結の時までです。

　　　４：監査役 新井 慎一氏、門口 正人氏、清水 苗穂子氏、髙永 徹氏、芝原 哲彦氏及び髙橋 博之氏は、社外監査役です。

　　　５：当社では、執行役員制度を導入しており、執行役員（取締役を除く）及びその担当は次のとおりです。

　　　　　執行役員：井筒 宏和（地方公共団体との連絡調整、地方公共団体等へのＩＲ、脱炭素化推進、特命事項）

　　　　　　執行役員：権藤 宗高（空港管理（技術・安全）、鉄道事業、給油事業）

　また、第 13 回定時株主総会（書面決議）の議案（決議事項）として、「取締役４名選任の件」及び「監査役１

名選任の件」を提案しております。全ての株主から当該議案の同意が得られた場合、2025年６月26日に当該議案を

可決する旨の株主総会決議があったものとして取扱うこととなり、当社の役員の状況及び任期は以下のとおりとな

る予定であります。

　なお、同日に開催が予定されている取締役会の決議予定事項の内容を含めて記載しております。

男性９名　女性１名　（役員のうち女性の比率10.0％）
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（株）

代表取締役副社長

兼副社長執行役員
髙原　修司 1966年３月22日生

1988年４月

2003年７月

2004年３月

2005年８月

2006年７月

2008年７月

2011年８月　

2012年４月

2014年７月

2016年６月

2017年６月

2018年７月

2019年６月

2021年６月

2021年10月

運輸省（現　国土交通省）　入省

国土交通省航空局監理部国際航空課航空交渉官

同　海事局外航課国際機関条約対策室長

同　大臣官房総務課企画官（鉄道局）

同　総合政策局付

（休職・財団法人アジア太平洋観光交流センタ

ー）

内閣官房内閣参事官

（内閣官房副長官補付（安全保障・危機管理））

国土交通省鉄道局財務課長

同　鉄道局鉄道事業課長

同　海上保安庁総務部人事課長

同　総合政策局総務課長

同　大臣官房審議官（航空局（国際）担当）

同　海上保安庁交通部長

新関西国際空港株式会社

専務取締役　兼専務執行役員

国土交通省大臣官房付

株式会社ＩＮＦＬＵＸ執行役員
　

（注）１ －

専務取締役

兼専務執行役員
髙田　公生 1973年11月12日生

1996年４月

2013年４月

2014年４月

2015年７月

2017年７月

2019年４月

2021年７月

2022年４月　

2024年７月

運輸省（現　国土交通省）　入省

国土交通省大臣官房総務課企画官（海事局）

同　大臣官房総務課企画官（港湾局）

内閣官房国家安全保障局企画官

国土交通省東北運輸局観光部長

内閣官房内閣参事官（内閣官房副長官補付）

（命）内閣官房空港・港湾水際危機管理チーム参

事官

（併）内閣総務官室

国土交通省総合政策局物流政策課長

同　海上保安庁第四管区海上保安本部次長

同　海事局総務課長
　

（注）１ －

常務取締役

兼常務執行役員
中野　義人 1967年８月13日生

1990年４月

2005年４月

2006年４月

2012年２月

2012年４月

2016年４月

2017年４月

2019年４月

2021年４月

2023年４月

住友海上火災保険株式会社（現　三井住友海上火

災保険株式会社）　入社

三井住友海上火災保険株式会社関西自動車本部大

阪自動車営業第二部第一課課長

同　四国本部愛媛支店自動車営業課長

同　関西自動車本部神戸自動車営業部第二課長

同　関西自動車本部神戸自動車営業部第二課長

（上席）

同　北海道本部部長（自動車営業開発担当）兼北

海道自動車営業部部長

同　関東甲信越本部長野自動車営業部長

同　中部本部岐阜自動車営業部長

同　千葉埼玉本部埼玉自動車営業部長

同　理事埼玉自動車営業部長
　

（注）１ －

常勤監査役 新井　慎一 1964年４月21日生

1988年４月

2008年６月

2010年６月

2012年７月

2015年７月

2016年６月

2020年６月

2023年７月

2024年６月

〃

西日本旅客鉄道株式会社　入社

同　財務部担当部長

同　京都支社次長

株式会社ジェイアール西日本伊勢丹常務取締役総

務部長

株式会社ジェイアール西日本伊勢丹代表取締役常

務取締役総務部長

西日本旅客鉄道株式会社監査役室長

ＪＲ西日本山陰開発株式会社代表取締役社長

西日本電気テック株式会社監査役

新関西国際空港株式会社常勤監査役（現任）

関西国際空港土地保有株式会社

常勤監査役（現任）
　

（注）２ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（株）

監査役（非常勤） 門口  正人 1946年１月１日生

1971年７月 判事補（大阪地方裁判所）任官

2003年12月 東京高等裁判所判事部総括

2007年２月

2009年８月

2011年３月

2011年４月

2012年４月

2012年12月

東京家庭裁判所所長

名古屋高等裁判所長官

アンダーソン・毛利・友常法律事務所顧問

明治大学法科大学院特任教授

新関西国際空港株式会社監査役（現任）

東京都建設工事紛争審査会委員

2013年４月

2014年４月

2015年７月

2016年６月

2018年６月

2025年４月

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行監査委員会委員

昭和女子大学理事

最高裁判所情報公開・個人情報保護審査委員会委

員

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行取締役・監査等委員

長

公益財団法人東京財団政策研究所（現　公益財団

法人東京財団）評議員（現任）

AI-EI法律事務所顧問弁護士（現任）
　

（注）３ －

監査役（非常勤） 清水　苗穂子 1962年５月９日生

1983年４月

1991年９月

2006年４月

2009年４月

2011年４月

2015年４月

2023年６月

2024年４月

近畿日本ツーリスト株式会社　入社

American Express International, Inc.　入社

羽衣国際大学現代社会学部　講師

羽衣国際大学現代社会学部　准教授

阪南大学国際観光学部　准教授

阪南大学国際観光学部　教授

新関西国際空港株式会社監査役（現任）

阪南大学国際学部国際観光学科　教授（現任）
　

（注）３ －

監査役（非常勤） 芝原　哲彦 1965年11月13日生

1988年４月

2012年４月

2014年４月

2017年４月

2018年４月

2020年４月

2022年４月

2024年４月

2024年６月

大阪府　入庁

高石市副市長

大阪府府民文化部都市魅力創造局企画・観光課長

同　府民文化部府民文化総務課長

同　政策企画部戦略事業室長

同　府民文化部次長

地方独立行政法人大阪府立病院機構理事兼本部事

務局長

大阪府会計管理者兼会計局長（現任）

新関西国際空港株式会社監査役（現任）
　

（注）２ －

監査役（非常勤） 髙橋　博之 1966年３月９日生

1989年４月

2012年４月

2015年４月

2017年４月

2018年４月

2021年４月

2023年４月

2024年４月

2024年６月

和歌山県　入庁

同　商工観光労働部企業振興課経営支援班長

同　知事室広報課総務報道班長

同　知事室広報課副課長

同　教育委員会生涯学習局スポーツ課長

同　福祉保健部健康局医務課長

同　福祉保健部福祉保健政策局長

同　会計管理者（現任）

新関西国際空港株式会社監査役（現任）
　

（注）２ －

監査役（非常勤） 秋山　徹志 1966年９月24日生

1990年４月

2015年４月

2016年４月

2019年４月

2020年４月

2022年４月

2023年４月

2025年４月

兵庫県　入庁

同　丹波県民局県民交流室次長兼人事管理員

同　病院局管理課長

同　県立加古川医療センター管理局長

同　病院局長兼危機管理員

同　阪神南県民センター長

同　病院事業副管理者

同　会計管理者（現任）
　

（注）４ －

計 －

（注）１：2025年３月期に係る定時株主総会終結の時から2027年３月期に係る定時株主総会終結の時までです。

　　　２：2024年３月期に係る定時株主総会終結の時から2028年３月期に係る定時株主総会終結の時までです。

　　　３：2023年３月期に係る定時株主総会終結の時から2027年３月期に係る定時株主総会終結の時までです。

　　　４：前任者の辞任に伴う就任であるため、当社定款の定めにより、前任者の任期満了の時までとなります。

　　　　　前任者の任期は、2024年３月期に係る定時株主総会終結の時から2028年３月期に係る定時株主総会終結の時までです。

　　　５：監査役 新井 慎一氏、門口 正人氏、清水 苗穂子氏、芝原 哲彦氏、髙橋 博之氏及び秋山 徹志氏は、社外監査役です。

　　　６：当社では、執行役員制度を導入しており、執行役員（取締役を除く）及びその担当は次のとおりです。

　　　　　執行役員：井筒 宏和（地方公共団体との連絡調整、地方公共団体等へのＩＲ、脱炭素化推進、特命事項）

　　　　　　執行役員：権藤 宗高（空港管理（技術・安全）、鉄道事業、給油事業）
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②社外役員の状況

　当社の監査役は６名全てが社外監査役であり、当社との人的関係、当社株式の所有及び取引関係その他の利害関

係はありません。

　社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針として明確に定めたものはありませんが、その選任に

際しては、経歴や当社との関係を踏まえて、当社経営陣から独立した立場で社外役員としての職務を遂行できる十

分な独立性が確保できることを個別に判断しています。

　当社は社外取締役を選任していません。当社は経営の意思決定機能と、執行役員による業務執行を管理監督する

機能を持つ取締役会に対し監査役６名全てを社外監査役とすることで経営への監視機能を強化しています。

　コーポレート・ガバナンスにおいて、外部からの客観的、中立の経営監視の機能が重要と考えており、社外監査

役による監査が実施されることにより、外部からの経営監視機能が十分に機能する体制が整っているため、現状の

体制としています。
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氏　名 開催回数 出席回数

川岸　隆彦　（注）１ １回 １回

新井　慎一　（注）２ ５回 ５回

門口　正人 ６回 ６回

西野　栄次　（注）１ １回 １回

清水　苗穂子 ６回 ６回

﨑山　秀樹　（注）１ １回 １回

城　友美子　（注）１ １回 １回

髙永　徹　　（注）２ ５回 ４回

芝原　哲彦　（注）２ ５回 ５回

髙橋　博之　（注）２ ５回 ２回

（３）【監査の状況】

① 監査役監査の状況

　監査役監査については、会計に関する知識を有し、実務に精通している監査役６名で構成する監査役会で定めた監

査役監査要綱に基づき、取締役会その他重要な会議への出席並びに当社及び子会社への定期的な監査役ヒアリング等

を通じて、取締役の職務執行を監査しています。

　なお、当社は、2025年６月26日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「監査役１名選任の件」を提

案しており、当該議案が承認可決されますと、監査役会は引き続き６名の監査役で構成されることになります。

　当事業年度において監査役会を６回開催しており、個々の監査役の出席状況については次のとおりであります。

（注）１：川岸 隆彦氏、西野 栄次氏、﨑山 秀樹氏、城 友美子氏については、2024年６月27日開催の第12期定時株主総会終結の時を

もって任期満了により退任しましたので、在任時に開催された監査役会の出席状況を記載しております。

２：新井 慎一氏、髙永 徹氏、芝原 哲彦氏、髙橋 博之氏については、2024年６月27日開催の第12期定時株主総会において、新

たに監査役に選任されましたので、監査役就任後に開催された監査役会の出席状況を記載しております。

　監査役会においては、主に監査計画の策定、前事業年度の監査報告書の作成、会計監査人の再任と報酬の同意、取

締役が株主総会に提出する監査役の選任議案の同意等に関する審議や期中監査役監査結果の報告を行っております。

②内部監査の状況

　当社では、業務監査室長及び同室員により、情報セキュリティ対策基準のうち「日常における対策基準」の適用状

況に関して、運用上のリスク・課題等の把握及び対処を目的とした内部監査を実施しています。内部監査の結果は業

務監査室長から社長へ報告するとともに、当社の内部統制部会にて共有し、必要に応じて監査役へ意見を求め、検証

を行っています。また、被監査部署へも結果を共有し、改善を要する事項があれば改善を求めることにより内部統制

の実効性を確保しています。

　さらに、研修の実施など検証結果を踏まえた対策を措置することにより業務改善に役立てることとしています。

　また、当社内及び外部に内部通報の窓口を設置し、会社にとっての不利益行為の事前防止に努めています。

③ 会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

　有限責任監査法人トーマツ

ｂ．継続監査期間

　13年間
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区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく

報酬（百万円）

非監査業務に基づく

報酬（百万円）

監査証明業務に基づく

報酬（百万円）

非監査業務に基づく

報酬（百万円）

提出会社 18 1 18 1

連結子会社 4 － 4 －

計 22 1 22 1

ｃ．業務を執行した公認会計士

　和田稔郎

　中田信之

ｄ．監査業務に係る補助者の構成

　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、公認会計士試験合格者等６名です。

ｅ．監査法人の選定方針と理由

　当社は、監査法人を選任するための独立性に関する基準又は方針として明確に定めたものはありませんが、そ

の選任に際しては、経歴や当社との関係を踏まえて、当社から独立した立場で会計監査を遂行できることを個別

に判断しています。

ｆ．監査役及び監査役会による監査法人の評価

　監査役及び監査役会は、会計監査人である有限責任監査法人トーマツより監査計画の説明並びに監査の方法及

び結果について説明を受け、監査の方法及び結果は相当であると評価しています。

④監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

　前連結会計年度及び当連結会計年度の当社における非監査業務の内容は、コンフォート・レター作成業務で

す。

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに属する組織に対する報酬（ａ．を除く）

　該当事項はありません。

ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

　該当事項はありません。

ｄ．監査報酬の決定方針

　監査公認会計士等に対する報酬の額の決定に関する方針は定めていませんが、規模・特性・監査日数等を勘案

した上定めています。

ｅ．監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　監査役会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人より必要な資料の入手、報告を受けた上で会計監査人の監

査計画の内容、会計監査の職務遂行状況、報酬見積りの算定根拠について確認し、審議した結果、これらについ

て適切であると判断したため、会計監査人の報酬等の額について同意しています。

（４）【役員の報酬等】

　当社は非上場会社であるため、記載すべき事項はありません。

　なお、役員報酬の内容については、「４　コーポレート・ガバナンスの状況等　（１）コーポレート・ガバナ

ンスの概要」に記載しています。

（５）【株式の保有状況】

　当社は非上場会社であるため、記載すべき事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
（1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しています。

（2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）及び

「鉄道事業会計規則」（昭和62年運輸省令第７号）に基づいて作成しています。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2024年４月１日から2025年３月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2024年４月１日から2025年３月31日まで）の財務諸表について、有限責任監

査法人トーマツによる監査を受けています。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について
　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っています。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応ができるよう体制整備に努めているほか、監査法人主催

ほか各種セミナーに参加しています。
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 167,353 142,046

売掛金 1,066 2,629

その他 664 473

流動資産合計 169,083 145,149

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１ 320,505 ※１ 300,922

機械装置及び運搬具（純額） ※１ 1,583 ※１ 1,295

土地 1,543,256 1,543,022

建設仮勘定 34 407

その他（純額） ※１ 18 ※１ 14

有形固定資産合計 1,865,397 1,845,662

無形固定資産 89 144

投資その他の資産

投資有価証券 10 10

繰延税金資産 16,592 2,205

その他 11 11

投資その他の資産合計 16,613 2,227

固定資産合計 1,882,101 1,848,034

資産合計 2,051,184 1,993,183

１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

負債の部

流動負債

１年内償還予定の社債 ※２ 60,000 ※２ 30,000

１年内返済予定の長期借入金 8,595 8,268

１年内返還予定の預り保証金 2,704 2,704

未払法人税等 1,679 1,500

賞与引当金 21 19

その他 4,126 5,126

流動負債合計 77,128 47,620

固定負債

社債 ※２ 398,122 ※２ 383,116

長期借入金 503,074 494,805

預り保証金 94,659 91,954

繰延税金負債 27,636 32,427

その他 35,304 34,740

固定負債合計 1,058,796 1,037,044

負債合計 1,135,925 1,084,665

純資産の部

株主資本

資本金 300,000 300,000

資本剰余金 253,117 253,117

利益剰余金 112,400 101,582

株主資本合計 665,517 654,699

非支配株主持分 249,742 253,819

純資産合計 915,259 908,518

負債純資産合計 2,051,184 1,993,183
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日

　至　2025年３月31日)

営業収益 59,610 63,915

営業費用

施設運営費 15,100 15,366

一般管理費 ※１ 2,123 ※１ 2,196

減価償却費 23,177 23,485

営業費用合計 40,401 41,048

営業利益 19,209 22,867

営業外収益

受取利息 12 252

法人税等還付加算金 5 0

その他 0 17

営業外収益合計 19 269

営業外費用

支払利息 6,016 5,990

その他 100 67

営業外費用合計 6,116 6,057

経常利益 13,111 17,079

特別利益

固定資産売却益 ※２ 27 ※２ 117

特別利益合計 27 117

特別損失

固定資産除却損 ※３ 656 ※３ 3,033

固定資産売却損 － ※４ 9

特別損失合計 656 3,043

税金等調整前当期純利益 12,482 14,153

法人税、住民税及び事業税 2,032 1,717

法人税等調整額 2,025 19,177

法人税等合計 4,057 20,894

当期純利益又は当期純損失（△） 8,424 △6,740

非支配株主に帰属する当期純利益 4,213 4,077

親会社株主に帰属する当期純利益

又は親会社株主に帰属する当期純損失（△）
4,211 △10,817

②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日

　至　2025年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△） 8,424 △6,740

包括利益 8,424 △6,740

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 4,211 △10,817

非支配株主に係る包括利益 4,213 4,077

【連結包括利益計算書】
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 300,000 253,042 108,188 661,230

当期変動額

親会社株主に帰属する当期純利
益

4,211 4,211

非支配株主との取引に係る親会
社の持分変動

74 74

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － 74 4,211 4,286

当期末残高 300,000 253,117 112,400 665,517

(単位：百万円)

非支配株主持分 純資産合計

当期首残高 245,603 906,834

当期変動額

親会社株主に帰属する当期純利
益

4,211

非支配株主との取引に係る親会
社の持分変動

74

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

4,138 4,138

当期変動額合計 4,138 8,424

当期末残高 249,742 915,259

③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 300,000 253,117 112,400 665,517

当期変動額

親会社株主に帰属する当期純損
失（△）

△10,817 △10,817

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － △10,817 △10,817

当期末残高 300,000 253,117 101,582 654,699

(単位：百万円)

非支配株主持分 純資産合計

当期首残高 249,742 915,259

当期変動額

親会社株主に帰属する当期純損
失（△）

△10,817

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

4,077 4,077

当期変動額合計 4,077 △6,740

当期末残高 253,819 908,518

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日

　至　2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 12,482 14,153

減価償却費 23,177 23,485

固定資産除却損 656 3,033

固定資産売却損益（△は益） △27 △108

賞与引当金の増減額（△は減少） 3 △2

受取利息及び受取配当金 △12 △252

支払利息 6,016 5,990

売上債権の増減額（△は増加） △925 △1,563

未払金の増減額（△は減少） △118 △365

預り保証金の増減額（△は減少） △2,704 △2,704

その他 △1,350 △4,663

小計 37,196 37,003

利息及び配当金の受取額 12 252

利息の支払額 △6,022 △6,077

法人税等の支払額 △1,616 △1,874

法人税等の還付額 987 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 30,557 29,304

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △11,023 △1,358

固定資産の売却による収入 78 342

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,945 △1,015

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △9,354 △8,595

社債の発行による収入 20,000 15,000

社債の償還による支出 △94,000 △60,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △83,354 △53,595

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △63,741 △25,306

現金及び現金同等物の期首残高 231,095 167,353

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 167,353 ※ 142,046

④【連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数　1社

（連結子会社名）

　関西国際空港土地保有㈱

(2)非連結子会社の名称等

　該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項

(1)持分法適用の関連会社数

　該当事項はありません。

(2)持分法を適用していない非連結子会社

　該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しています。

４．会計方針に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等

総平均法による原価法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（鉄道事業取替資産を除く）

定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物及び構築物　　　　３～60年

機械装置及び運搬具　　５～17年

②鉄道事業取替資産

取替法

③無形固定資産

定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいています。

（3）重要な繰延資産の処理方法

　社債発行費については支出時に全額費用処理しています。

（4）重要な引当金の計上基準

賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計上し

ています。

（5）重要な収益の計上基準

　実施契約に定められた運営権対価等に係る収益は、原則として期間に応じて計上しております。なお、

実施契約の具体的な内容については、「第２　事業の状況　５　重要な契約等　Ⅱ．関西エアポートとの

実施契約」をご参照ください。

（6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する流動性の高い短期投資からなっています。

（7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理

　控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用として処理しています。
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（重要な会計上の見積り）

　該当事項はありません。

（未適用の会計基準等）

　・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

　・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準委

　　員会）　等

　(1) 概要

　　　企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合のあるものとする取組みの一環として、借手の全

　　てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を

　　踏まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、

　　IFRS第16号の全ての定めを取り入れるのではなく、主要な定めのみを取り入れることにより、簡素で利便性

　　が高く、かつ、IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリ

　　ース会計基準等が公表されました。

　　　借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファ

　　イナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権

　　資産に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

　(2) 適用予定日

　　　2028年３月期の期首から適用します。

　(3) 当該会計基準等の適用による影響

　　　「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中で

　　あります。
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前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

減価償却累計額 277,785百万円 298,476百万円

（連結貸借対照表関係）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

※２．担保資産及び担保付債務

前連結会計年度（2024年３月31日）及び当連結会計年度（2025年３月31日）

　統合法第18条の規定により、当社及び連結子会社（関西国際空港土地保有㈱）の財産を社債の一般担

保に供しています。

前連結会計年度
（自　2023年４月１日

　　至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

　　至　2025年３月31日）

役職員給与等 327百万円 312百万円

公租公課 1,427 1,441

賞与引当金繰入額 12 10

前連結会計年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

土地 27百万円 117百万円

前連結会計年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

建物及び構築物 656百万円 3,033百万円

前連結会計年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

土地 -百万円 9百万円

（連結損益計算書関係）

※１．一般管理費のうち、主要な費目及び金額は、次のとおりです。

※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりです。

※３．固定資産除却損の内訳は次のとおりです。

※４．固定資産売却損の内訳は次のとおりです。
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当連結会計年度
期首株式数
（千株）

当連結会計年度
増加株式数
（千株）

当連結会計年度
減少株式数
（千株）

当連結会計年度末
株式数
（千株）

発行済株式

普通株式 10,926 － － 10,926

合計 10,926 － － 10,926

当連結会計年度
期首株式数
（千株）

当連結会計年度
増加株式数
（千株）

当連結会計年度
減少株式数
（千株）

当連結会計年度末
株式数
（千株）

発行済株式

普通株式 10,926 － － 10,926

合計 10,926 － － 10,926

（連結株主資本等変動計算書関係）

  前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　発行済株式の種類及び総数に関する事項

  当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　発行済株式の種類及び総数に関する事項

前連結会計年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

現金及び預金 167,353百万円 142,046百万円

現金及び現金同等物 167,353 142,046

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
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連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 　差額（百万円）

（1）社債（*2） 458,122 442,108 △16,013

（2）長期借入金（*3） 511,670 426,795 △84,874

（3）預り保証金（*4） 97,363 65,776 △31,586

　負債計 1,067,155 934,681 △132,474

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 　差額（百万円）

（1）社債（*2） 413,116 374,735 △38,380

（2）長期借入金（*3） 503,074 371,507 △131,566

（3）預り保証金（*4） 94,659 56,852 △37,806

　負債計 1,010,849 803,095 △207,753

（単位：百万円）

区  分 前連結会計年度 当連結会計年度

非上場株式 10 10

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

　当社グループはコンセッションによる運営権対価収入等を原資に、債務の返済を進めていくこととしてい

ます。また、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しています。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　社債、借入金は、主に借換に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で35年

後です。

　預り保証金は、関西国際空港及び大阪国際空港特定空港運営事業等公共施設等運営権設定に係る履行保証

金であり、返還日は決算日後、最長で35年後です。

　また、社債、借入金及び預り保証金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月

次に資金繰り計画を作成する等の方法により管理しています。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

前連結会計年度（2024年３月31日）

当連結会計年度（2025年３月31日）

（*1）現金及び預金、売掛金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、注記を省

略しております。

（*2）１年内償還予定の社債を含みます。

（*3）１年内返済予定の長期借入金を含みます。

（*4）１年内返還予定の預り保証金を含みます。

（*5）市場価格のない株式等は上記表中には含めておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以

下のとおりであります。
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１年以内
 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 167,353 － － －

売掛金 1,066 － － －

合計 168,419 － － －

１年以内
 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 142,046 － － －

売掛金 2,629 － － －

合計 144,676 － － －

１年以内
  (百万円）

１年超
２年以内

  (百万円）

２年超
３年以内

  (百万円）

３年超
４年以内

  (百万円）

４年超
５年以内

  (百万円）

５年超
  (百万円）

社債 60,000 30,000 37,999 73,908 65,113 191,100

長期借入金 8,595 8,268 7,946 7,946 7,946 470,965

合計 68,595 38,268 45,946 81,855 73,060 662,065

１年以内
  (百万円）

１年超
２年以内

  (百万円）

２年超
３年以内

  (百万円）

３年超
４年以内

  (百万円）

４年超
５年以内

  (百万円）

５年超
  (百万円）

社債 30,000 37,999 73,905 65,110 20,000 186,100

長期借入金 8,268 7,946 7,946 7,946 8,109 462,856

合計 38,268 45,946 81,852 73,057 28,109 648,956

（注）１．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　　前連結会計年度（2024年３月31日）

　　当連結会計年度（2025年３月31日）

（注）２．社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　前連結会計年度（2024年３月31日）

　当連結会計年度（2025年３月31日）

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

　　　　　　　　　価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

　　　　　　　　　定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
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区分
時　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

(1) 社債(*1)

(2) 長期借入金(*2)

(3) 預り保証金(*3)

－

－

－

442,108

426,795

65,776

－

－

－

442,108

426,795

65,776

　負債計 － 934,681 － 934,681

区分
時　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

(1) 社債(*1)

(2) 長期借入金(*2)

(3) 預り保証金(*3)

－

－

－

374,735

371,507

56,852

－

－

－

374,735

371,507

56,852

　負債計 － 803,095 － 803,095

　　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

　　　前連結会計年度（2024年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

(*1) １年内償還予定の社債を含んでおります。

(*2) １年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

(*3) １年内返済予定の預り保証金を含んでおります。

　　　当連結会計年度（2025年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

(*1) １年内償還予定の社債を含んでおります。

(*2) １年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

(*3) １年内返済予定の預り保証金を含んでおります。

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

負　債

（1）社債

社債につきましては、業界団体等より価格が公表されている取引であり、公表されている価格等を基に算定

した価額をもって時価としていることから、レベル２に分類しております。

（2）長期借入金

　長期借入金につきましては、将来キャッシュ・フローの見積額を、市場における同種商品による残存期間ま

での再調達利回り等で割り引いた現在価値をもって時価としていることから、レベル２に分類しております。

（3）預り保証金

　預り保証金につきましては、履行保証金であり、返還予定時期を見積り、国債の利回り等適切な指標で割り

引いた現在価値をもって時価としていることから、レベル２に分類しております。
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区  分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 10

区  分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 10

（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（2024年３月31日）

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

当連結会計年度（2025年３月31日）

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

該当事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

　前連結会計年度（2024年３月31日）

　　該当事項はありません。

　当連結会計年度（2025年３月31日）

　　該当事項はありません。
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前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

繰延税金資産

賞与引当金 6百万円 5百万円

未払事業税 262 245

前受収益 11,451 11,626

減価償却超過額 767 745

税務上の繰越欠損金 4,193 5,912

その他 502 496

繰延税金資産小計 17,183 19,031

評価性引当額（注） △447 △16,693

繰延税金資産合計 16,736 2,338

繰延税金負債

関西国際空港用地整備準備金 △27,659 △32,435

その他 △121 △125

繰延税金負債合計 △27,780 △32,560

繰延税金負債（△）の純額 △11,044 △30,222

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

法定実効税率 30.6% 30.6%

（調整）

申告差額 1.8% △1.1%

税率変更による影響 — 3.2%

評価性引当の増減 — 114.8%

その他 0.1% 0.1%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.5% 147.6%

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（注）評価性引当額が16,246百万円増加しております。この増加の主な内容は、当社の繰延税金資産の回収

可能性を判断する際の企業分類を変更したことによるものです。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したことに伴

い、2026年４月１日以後開始する連結会計年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりまし

た。

　これに伴い、2026年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資

産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.6％から31.5％に変更し計算しております。

　この税率変更により、当連結会計年度の繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は

928百万円増加し、法人税等調整額（借方）が同額増加しております。
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（資産除去債務関係）

前連結会計年度（自 2023年４月１日　至 2024年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自 2024年４月１日　至 2025年３月31日）

　該当事項はありません。

（賃貸等不動産関係）

前連結会計年度（自 2023年４月１日　至 2024年３月31日）

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記は省略しています。

当連結会計年度（自 2024年４月１日　至 2025年３月31日）

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記は省略しています。
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（単位：百万円）

報告セグメント
調整額

（注）1

連結財務

諸表計上額

（注）2空港事業 鉄道事業 計

営業収益

外部顧客への営業収益 55,484 4,126 59,610 － 59,610

セグメント間の内部

営業収益又は振替高
－ － － － －

計 55,484 4,126 59,610 － 59,610

セグメント利益 18,054 1,155 19,209 － 19,209

セグメント資産 417,506 29,645 447,151 1,604,033 2,051,184

その他の項目

減価償却費 20,944 2,232 23,177 － 23,177

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額

13,572 31 13,603 － 13,603

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社はコンセッションの実施により、空港用地・施設等の資産を保有・管理しつつ、運営権対価等を収受すること

により、債務の早期かつ確実な返済を行うとともに、空港の設置管理者として関西エアポートの空港運営が適切に行

われるようモニタリングし、また、自社事業として残る鉄道・給油事業を実施しています。

　「空港事業」では、モニタリング業務、航空機給油施設の整備・運営等の事業等を行っています。「鉄道事業」

は、鉄道施設の保守・管理等を行い、航空旅客・空港従業員等にとって重要な空港アクセスとしての役割を担ってい

ます。

２．報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一です。また、報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値です。

３．報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自  2023年４月１日  至  2024年３月31日）

（注）１．セグメント資産の調整額は、主に各報告セグメントに帰属しない当社及び子会社（関西国際空港土地保有

㈱）の現金及び預金、土地及び繰延税金資産です。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と一致しています。
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（単位：百万円）

報告セグメント
調整額

（注）1

連結財務

諸表計上額

（注）2空港事業 鉄道事業 計

営業収益

外部顧客への営業収益 60,192 3,722 63,915 － 63,915

セグメント間の内部

営業収益又は振替高
－ － － － －

計 60,192 3,722 63,915 － 63,915

セグメント利益 22,207 660 22,867 － 22,867

セグメント資産 401,341 27,502 428,843 1,564,339 1,993,183

その他の項目

減価償却費 21,255 2,230 23,485 － 23,485

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額

6,811 262 7,073 － 7,073

（単位：百万円）

顧客の名称または氏名 売上高 関連するセグメント名

関西エアポート 55,484 空港事業

当連結会計年度（自  2024年４月１日  至  2025年３月31日）

（注）１．セグメント資産の調整額は、主に各報告セグメントに帰属しない当社及び子会社（関西国際空港土地保有

㈱）の現金及び預金、土地及び繰延税金資産です。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と一致しています。

【関連情報】

　前連結会計年度（自  2023年４月１日  至  2024年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しています。

２．地域ごとの情報

　(1）売上高

　   本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しています。

　(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しています。

３．主要な顧客ごとの情報
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（単位：百万円）

顧客の名称または氏名 売上高 関連するセグメント名

関西エアポート 60,192 空港事業

　当連結会計年度（自  2024年４月１日  至  2025年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しています。

２．地域ごとの情報

　(1）売上高

　   本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しています。

　(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しています。

３．主要な顧客ごとの情報

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　前連結会計年度（自  2023年４月１日  至  2024年３月31日）

　　該当事項はありません。

　当連結会計年度（自  2024年４月１日  至  2025年３月31日）

　　該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　前連結会計年度（自  2023年４月１日  至  2024年３月31日）

  　該当事項はありません。

　当連結会計年度（自  2024年４月１日  至  2025年３月31日）

  　該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　前連結会計年度（自  2023年４月１日  至  2024年３月31日）

　　該当事項はありません。

　当連結会計年度（自  2024年４月１日  至  2025年３月31日）

　　該当事項はありません。
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種

類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容又

は職業

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％）

関連当事者との

関係 取引の内容
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

主

要

株

主

国土交通

大臣

東京都

千代田区
－

国土交通

行政

（被所有）

直接

91.53

資金の調達

役員の出向２名

長期借入金の

返済等（注）

13 長期借入金（注）

(含１年内返済予定分)

33

種

類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容又

は職業

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％）

関連当事者との

関係 取引の内容
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

主

要

株

主

国土交通

大臣

東京都

千代田区
－

国土交通

行政

（被所有）

直接

91.53

資金の調達

役員の出向２名

長期借入金の

返済等（注）

8 長期借入金（注）

(含１年内返済予定分)

24

種

類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容又

は職業

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％）

関連当事者との

関係 取引の内容
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

主

要

株

主

国土交通

大臣

東京都

千代田区 －

国土交通

行政

（被所有）

直接

91.53

資金の調達 長期借入金の

返済（注）

5,294 長期借入金（注）

(含１年内返済予定分)

93,780

種

類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容又

は職業

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％）

関連当事者との

関係 取引の内容
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

主

要

株

主

国土交通

大臣

東京都

千代田区 －

国土交通

行政

（被所有）

直接

91.53

資金の調達 長期借入金の

返済（注）

5,294 長期借入金（注）

(含１年内返済予定分)

88,485

（関連当事者情報）

関連当事者との取引

１．連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　連結財務諸表提出会社の主要株主

　　前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　　当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

  取引条件及び取引条件の決定方針

　（注) 長期借入金は無利子です。

２．連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　連結財務諸表提出会社の主要株主

　　前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　　当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　取引条件及び取引条件の決定方針

　（注） 長期借入金は無利子です。
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前連結会計年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

１株当たり純資産額 60,907円64銭 59,917円61銭

１株当たり当期純利益又は当期純損失（△） 385円47銭 △990円03銭

前連結会計年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益又は当期純損

失（△）（百万円）
4,211 △10,817

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円）
4,211 △10,817

普通株式の期中平均株式数（千株） 10,926 10,926

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 915,259 908,518

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 249,742 253,819

（うち非支配株主持分（百万円）） (249,742) (253,819)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 665,517 654,699

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（千株）
10,926 10,926

（１株当たり情報）

　（注）１．前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載してい

ません。当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、

また、潜在株式が存在しないため記載していません。

　　　  ２．１株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりです。

　　　  ３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
（％）

担保 償還期限

新関西国際空港

株式会社

政府保証

第49回社債

2007年

６月29日
10,010 10,007 2.400

一般

担保

2027年

６月29日

新関西国際空港

株式会社

政府保証

第54回社債

2008年

６月24日
20,013 20,010 2.400

一般

担保

2028年

６月23日

新関西国際空港

株式会社

政府保証

第３回社債

2014年

６月26日

30,000

(30,000)
－ 0.644

一般

担保

2024年

６月26日

新関西国際空港

株式会社

政府保証

第４回社債

2015年

６月15日
20,000

20,000

(20,000)
0.484

一般

担保

2025年

６月13日

新関西国際空港

株式会社

政府保証

第５回社債

2017年

３月30日
28,000 28,000 0.145

一般

担保

2027年

３月30日

新関西国際空港

株式会社

政府保証

第６回社債

2017年

８月28日
32,000 32,000 0.155

一般

担保

2027年

８月27日

新関西国際空港

株式会社

政府保証

第７回社債

2019年

３月19日
20,100 20,100 0.105

一般

担保

2029年

３月19日

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】
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会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
（％）

担保 償還期限

新関西国際空港

株式会社
第６回社債

2013年

９月17日
10,000 10,000 1.445

一般

担保

2028年

９月15日

新関西国際空港

株式会社
第９回社債

2013年

12月18日
10,000 10,000 1.231

一般

担保

2028年

12月20日

新関西国際空港

株式会社
第11回社債

2014年

９月17日

10,000

(10,000)
－ 0.629

一般

担保

2024年

９月20日

新関西国際空港

株式会社
第12回社債

2014年

９月17日
10,000 10,000 1.067

一般

担保

2029年

９月20日

新関西国際空港

株式会社
第13回社債

2014年

12月17日

10,000

(10,000)
－ 0.506

一般

担保

2024年

12月20日

新関西国際空港

株式会社
第14回社債

2014年

12月17日
10,000 10,000 1.318

一般

担保

2034年

12月20日

新関西国際空港

株式会社
第16回社債

2015年

９月16日
10,000 10,000 1.249

一般

担保

2035年

９月20日

新関西国際空港

株式会社
第18回社債

2017年

12月15日
7,000 7,000 0.675

一般

担保

2037年

12月18日

新関西国際空港

株式会社
第19回社債

2017年

12月15日
15,000 15,000 1.065

一般

担保

2047年

12月20日

新関西国際空港

株式会社
第21回社債

2018年

９月14日
20,000 20,000 1.017

一般

担保

2048年

９月18日

新関西国際空港

株式会社
第23回社債

2019年

２月18日
5,000 5,000 0.512

一般

担保

2038年

12月20日

新関西国際空港

株式会社
第24回社債

2019年

12月17日
10,000 10,000 0.588

一般

担保

2049年

12月20日

新関西国際空港

株式会社
第25回社債

2020年

12月21日
15,000 15,000 0.550

一般

担保

2040年

12月20日

新関西国際空港

株式会社
第26回社債

2020年

12月21日
10,000 10,000 0.826

一般

担保

2050年

12月20日

新関西国際空港

株式会社
第27回社債

2021年

５月21日
10,000

10,000

(10,000)
0.050

一般

担保

2026年

３月19日

新関西国際空港

株式会社
第28回社債

2021年

５月21日
10,000 10,000 0.205

一般

担保

2031年

３月20日

新関西国際空港

株式会社
第29回社債

2021年

12月20日
10,000 10,000 0.566

一般

担保

2041年

12月20日

新関西国際空港

株式会社
第30回社債

2021年

12月20日
18,000 18,000 0.821

一般

担保

2051年

12月20日

 新関西国際空港

 株式会社
 第31回社債

2022年

8月23日
11,900 11,900 0.230

一般

担保

2027年

6月18日

 新関西国際空港

 株式会社
 第32回社債

2022年

8月23日
8,100 8,100 0.470

一般

担保

2032年

6月18日

 新関西国際空港

 株式会社
 第33回社債

2022年

12月20日

10,000

(10,000)
－ 0.240

一般

担保

2024年

12月20日

 新関西国際空港

 株式会社
 第34回社債

2022年

12月20日
6,000 6,000 1.368

一般

担保

2042年

12月19日

 新関西国際空港

 株式会社
 第35回社債

2022年

12月20日
7,000 7,000 1.809

一般

担保

2052年

12月20日

 新関西国際空港

 株式会社
 第36回社債

2023年

12月20日
11,000 11,000 1.695

一般

担保

2043年

12月18日

 新関西国際空港

 株式会社
 第37回社債

2023年

12月20日
9,000 9,000 1.991

一般

担保

2053年

12月19日

 新関西国際空港

 株式会社
 第38回社債

2024年

7月22日
－ 10,000 0.783

一般

担保

2029年

6月20日

 新関西国際空港

 株式会社
 第39回社債

2024年

7月22日
－ 5,000 1.265

一般

担保

2034年

6月20日

小計 － －
423,124

(60,000)

378,117

(30,000)
－ － －
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会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
（％）

担保 償還期限

関西国際空港土地保有

株式会社
第６回社債

2006年

10月18日
9,999 9,999 2.700

一般

担保

2026年

９月18日

関西国際空港土地保有

株式会社
第８回社債

2007年

９月21日
9,998 9,999 2.380

一般

担保

2027年

６月18日

関西国際空港土地保有

株式会社
第12回社債

2008年

２月28日
9,999 9,999 2.320

一般

担保

2027年

12月20日

関西国際空港土地保有

株式会社
第17回社債

2009年

２月20日
5,000 5,000 2.460

一般

担保

2028年

12月20日

小計 － － 34,997 34,998 － － －

合計 － －
458,122

(60,000)

413,116

(30,000)
－ － －

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

30,000 37,999 73,905 65,110 20,000

（注）１．当期末残高欄（　）内の金額は、１年以内に償還予定のものであり、連結貸借対照表では流動負債

として計上しています。

２．社債の連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりです。
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区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限 摘要

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 8,595 8,268 0.57 － （注）1

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金

（１年以内に返済予定のものを除く。）
503,074 494,805 0.49

2026年から

2060年まで
（注）1

リース債務

（１年以内に返済予定のものを除く。）
－ － － －

その他有利子負債 － － － －

合計 511,670 503,074 － －

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 7,946 7,946 7,946 8,109

【借入金等明細表】

（注）１．当期末残高のうち、132,752百万円（うち１年以内に返済予定のもの 7,946百万円）は無利子借入金であ

り、その明細は次のとおりです。

政府（国土交通省）88,510百万円、大阪府27,793百万円、大阪市13,872百万円、和歌山県775百万円、兵

庫県782百万円、神戸市378百万円、徳島県201百万円、京都府129百万円、京都市84百万円、奈良県66百万

円、滋賀県66百万円、三重県44百万円、福井県44百万円

２．「平均利率」については、期末借入残高（無利子借入金を除く。）に対する加重平均利率を記載していま

す。

３．長期借入金の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりです。

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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(単位：百万円)

前事業年度
(2024年３月31日)

当事業年度
(2025年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 167,352 142,045

売掛金 1,066 2,629

前払費用 337 263

１年内回収予定の関係会社長期貸付金 62,277 85,116

その他 589 505

流動資産合計 231,624 230,560

固定資産

空港事業固定資産

有形固定資産 666,161 666,766

減価償却累計額 △250,926 △269,378

有形固定資産（純額） 415,235 397,387

無形固定資産 46 35

空港事業固定資産合計 415,282 397,422

鉄道事業固定資産

有形固定資産 56,080 56,058

減価償却累計額 △26,636 △28,857

有形固定資産（純額） 29,444 27,201

無形固定資産 42 109

鉄道事業固定資産合計 29,487 27,310

各事業関連固定資産

有形固定資産 819 819

減価償却累計額 △222 △240

有形固定資産（純額） 597 579

各事業関連固定資産合計 597 579

建設仮勘定

空港事業 5 193

鉄道事業 28 213

建設仮勘定合計 34 407

投資その他の資産

投資有価証券 10 10

関係会社株式 408,554 408,554

関係会社長期貸付金 465,089 432,172

繰延税金資産 16,592 2,205

その他 10 10

投資その他の資産合計 890,256 842,953

固定資産合計 1,335,657 1,268,673

資産合計 1,567,281 1,499,234

２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
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(単位：百万円)

前事業年度
(2024年３月31日)

当事業年度
(2025年３月31日)

負債の部

流動負債

１年内償還予定の社債 ※１ 60,000 ※１ 30,000

１年内返済予定の長期借入金 12 8

１年内返還予定の預り保証金 2,704 2,704

リース債務 1,677 1,716

未払金 3,260 3,821

未払費用 1,079 1,000

未払法人税等 389 372

前受金 183 182

前受収益 2,094 2,226

預り金 436 173

賞与引当金 21 19

その他 - 643

流動負債合計 71,861 42,868

固定負債

社債 ※１ 363,124 ※１ 348,117

長期借入金 370,037 370,029

リース債務 50,189 48,472

預り保証金 94,659 91,954

長期前受収益 35,304 34,723

その他 3,842 3,712

固定負債合計 917,157 897,010

負債合計 989,018 939,879

純資産の部

株主資本

資本金 300,000 300,000

資本剰余金

資本準備金 253,041 253,041

資本剰余金合計 253,041 253,041

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 25,221 6,314

利益剰余金合計 25,221 6,314

株主資本合計 578,262 559,355

純資産合計 578,262 559,355

負債純資産合計 1,567,281 1,499,234
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日

　至　2025年３月31日)

空港事業営業利益

営業収益

運営権対価収入 49,460 53,204

施設使用料収入 6,024 6,987

空港事業営業収益合計 55,484 60,192

営業費

施設運営費 35,560 36,143

一般管理費 ※２ 1,303 ※２ 1,389

減価償却費 20,944 21,255

空港事業営業費合計 ※１ 57,808 ※１ 58,788

空港事業営業利益又は空港事業営業損失（△） △2,324 1,403

鉄道事業営業利益

営業収益

施設使用料収入 4,126 3,722

鉄道事業営業収益合計 4,126 3,722

営業費

施設運営費 954 1,066

一般管理費 ※３ 85 ※３ 79

減価償却費 2,232 2,230

鉄道事業営業費合計 3,272 3,377

鉄道事業営業利益 854 345

全事業営業利益又は全事業営業損失（△） △1,469 1,749

営業外収益

受取利息 ※１ 2,584 ※１ 3,023

その他 6 17

営業外収益合計 2,590 3,040

営業外費用

社債利息 3,302 3,303

支払利息 ※１ 3,052 ※１ 3,012

その他 100 67

営業外費用合計 6,455 6,382

経常損失（△） △5,335 △1,592

特別利益

固定資産売却益 ※４ 27 ※４ 117

特別利益合計 27 117

特別損失

固定資産除却損 ※５ 656 ※５ 3,033

固定資産売却損 － ※６ 9

特別損失合計 656 3,043

税引前当期純損失（△） △5,964 △4,518

法人税、住民税及び事業税 13 2

法人税等調整額 △1,830 14,386

法人税等合計 △1,816 14,388

当期純損失（△） △4,147 △18,907

②【損益計算書】
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前事業年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　空港事業営業費 ※１

１．施設運営費

（1）人件費 134 132

（2）物件費 35,426 36,011

計 35,560 36,143

２．一般管理費

（1）人件費 316 301

（2）物件費 986 1,088

計 1,303 1,389

３．減価償却費 20,944 21,255

空港事業営業費合計 57,808 58,788

Ⅱ　鉄道事業営業費 ※２

１．施設運営費

（1）人件費 34 33

（2）物件費 919 1,033

計 954 1,066

２．一般管理費

（1）人件費 22 21

（2）物件費 62 58

計 85 79

３．減価償却費 2,232 2,230

鉄道事業営業費合計 3,272 3,377

全事業営業費合計 61,080 62,165

【営業費明細表】
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前事業年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

※１．空港事業営業費 施設運営費 施設運営費

賃借料 26,009百万円

運用保守委託費 5,820百万円

公租公課 3,555百万円

　

賃借料 26,538百万円

運用保守委託費 6,261百万円

公租公課 3,190百万円

　

※２．鉄道事業営業費 施設運営費 施設運営費

賃借料 381百万円

公租公課 298百万円

運用保守委託費 184百万円

　

賃借料 399百万円

公租公課 278百万円

運用保守委託費 296百万円

　

　３．営業費（全事業）に含

まれている引当金繰入額

　

賞与引当金繰入額 19百万円

　

賞与引当金繰入額 17百万円

　

（注）事業別営業費合計の100分の５を超える主な費用及び営業費（全事業）に含まれている引当金繰入額は次のとお

りです。
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(単位：百万円)

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

資 本 剰 余 金
合 計

そ の 他 利 益
剰 余 金

利 益 剰 余 金
合 計

繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 300,000 253,041 253,041 29,368 29,368 582,410 582,410

当期変動額

当期純損失（△） △4,147 △4,147 △4,147 △4,147

当期変動額合計 － － － △4,147 △4,147 △4,147 △4,147

当期末残高 300,000 253,041 253,041 25,221 25,221 578,262 578,262

(単位：百万円)

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

資 本 剰 余 金
合 計

そ の 他 利 益
剰 余 金

利 益 剰 余 金
合 計

繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 300,000 253,041 253,041 25,221 25,221 578,262 578,262

当期変動額

当期純損失（△） △18,907 △18,907 △18,907 △18,907

当期変動額合計 － － － △18,907 △18,907 △18,907 △18,907

当期末残高 300,000 253,041 253,041 6,314 6,314 559,355 559,355

③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

当事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

（1）子会社株式

総平均法による原価法

（2）その他有価証券

市場価格のない株式等

総平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産（鉄道事業取替資産を除く）

定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物　　　　　　　　　16～47年

建物附属設備　　　　　３～18年

構築物　　　　　　　　５～60年

機械装置　　　　　　　５～17年

（2）鉄道事業取替資産

取替法

（3）無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいています。

３．引当金の計上基準

賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上していま

す。

４．重要な収益の計上基準

　　実施契約に定められた運営権対価等に係る収益は、原則として期間に応じて計上しております。なお、実

施契約の具体的な内容については、「第２　事業の状況　５　重要な契約等　Ⅱ．関西エアポートとの実施

契約」をご参照ください。

５．その他財務諸表作成のための基礎となる事項

（1）繰延資産の処理方法

社債発行費については、支出時に費用処理しています。

（2）消費税等の会計処理

控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理しています。

（重要な会計上の見積り）

　該当事項はありません。

（未適用の会計基準等）

　・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

　・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準委

　　員会）　等

　(1) 概要

　　　企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合のあるものとする取組みの一環として、借手の全

　　てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を

　　踏まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、

　　IFRS第16号の全ての定めを取り入れるのではなく、主要な定めのみを取り入れることにより、簡素で利便性

　　が高く、かつ、IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリ

　　ース会計基準等が公表されました。

　　　借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファ

　　イナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権

　　資産に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。
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　(2) 適用予定日

　　　2028年３月期の期首から適用します。

　(3) 当該会計基準等の適用による影響

　　　「リースに関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中で

　　あります。
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前事業年度
（2024年３月31日）

当事業年度
（2025年３月31日）

関西国際空港土地保有㈱ 82,837百万円 79,549百万円

（貸借対照表関係）

※１．担保資産及び担保付債務

前事業年度（2024年３月31日）及び当事業年度（2025年３月31日）

　統合法第18条の規定により財務諸表提出会社の財産を社債の一般担保に供しています。

　２．偶発債務

  統合法附則第７条第１項の規定により、下記の会社の金融機関等からの借入及び社債調達に対し、連帯

債務を負っています。

前事業年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

関係会社への賃借料 26,345百万円 26,892百万円

関係会社からの受取利息 2,571 2,770

関係会社への支払利息 1,226 1,193

前事業年度
（自　2023年４月１日

　　至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日

　　至　2025年３月31日）

役職員給与等 305百万円 291百万円

公租公課 636 666

賞与引当金繰入額 11 9

　前事業年度
（自　2023年４月１日

　　至　2024年３月31日）

　当事業年度
（自　2024年４月１日

　　至　2025年３月31日）

役職員給与等 21百万円 21百万円

公租公課 55 48

賞与引当金繰入額 0 0

前事業年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

土地 27百万円 117百万円

前事業年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

建物 411百万円 2,477百万円

建物附属設備 188 504

（損益計算書関係）

※１．関係会社に対するものが次のとおり含まれています。

※２．空港事業に係る一般管理費のうち、主要な費目及び金額は、次のとおりです。

※３．鉄道事業に係る一般管理費のうち、主要な費目及び金額は、次のとおりです。

※４．固定資産売却益の内訳は次のとおりです。

※５．固定資産除却損の内訳は、以下のとおりです。
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前事業年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

構築物 56 52

計 656 3,033

前事業年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

土地 -百万円 9百万円

※６．固定資産売却損の内容は次のとおりです。
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区  分 貸借対照表計上額（百万円）

子会社株式 408,554

区  分 貸借対照表計上額（百万円）

子会社株式 408,554

（有価証券関係）

前事業年度 （2024年３月31日）

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

当事業年度 （2025年３月31日）

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

前事業年度
（2024年３月31日）

当事業年度
（2025年３月31日）

繰延税金資産

賞与引当金 6百万円 5百万円

未払事業税 118 113

前受収益 11,451 11,626

減価償却超過額 767 745

税務上の繰越欠損金 4,193 5,912

その他 458 451

繰延税金資産小計 16,996 18,854

評価性引当額（注） △404 △16,649

繰延税金資産合計 16,592 2,205

繰延税金負債

繰延税金負債合計 － －

繰延税金資産の純額 16,592 2,205

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（注）評価性引当額が16,245百万円増加しております。この増加の主な内容は、当社の繰延税金資産の回収 

可能性を判断する際の企業分類を変更したことによるものです。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

前事業年度　（2024年３月31日）

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。

当事業年度　（2025年３月31日）

　当事業年度は、税引前当期純損失であるため注記を省略しております。

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したことに伴

い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

　これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及

び繰延税金負債については、法定実効税率を30.6％から31.5％に変更し計算しております。

　なお、この税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債に与える影響はありません。
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前事業年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

１株当たり純資産額 52,922円16銭 51,191円77銭

１株当たり当期純損失（△） △379円57銭 △1,730円38銭

前事業年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当期純損失（△）（百万円） △4,147 △18,907

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純損失（△）（百万円） △4,147 △18,907

普通株式の期中平均株式数（千株） 10,926 10,926

前事業年度
（2024年３月31日）

当事業年度
（2025年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 578,262 559,355

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 578,262 559,355

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（千株）
10,926 10,926

（１株当たり情報）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しな

いため記載していません。

　　　２．１株当たり当期純損失（△）の算定上の基礎は、以下のとおりです。

　　　３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略し

ています。

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高
（百万円）

有形固定資産

建物 322,898 4,215 5,729 321,384 158,260 14,110 163,124

構築物 268,158 2,404 85 270,477 132,679 9,057 137,798

機械装置 8,513 11 0 8,524 7,229 299 1,295

車両運搬具 143 － － 143 143 － －

工具器具備品 178 0 － 178 164 4 14

土地 123,170 － 234 122,935 － － 122,935

建設仮勘定 34 373 0 407 － － 407

有形固定資産計 723,096 7,005 6,050 724,052 298,476 23,472 425,575

無形固定資産

電話加入権 0 － － 0 － － 0

地上権 42 － － 42 － － 42

ソフトウェア 335 68 － 403 301 12 101

無形固定資産計 377 68 － 445 301 12 144

長期前払費用 0 0 1 0 － 1 0

関西国際空港脱炭素化事

業工事

建物・建物

附属設備
1,210百万円

【有形固定資産等明細表】

（注）当期増加額のうち主なものは以下のとおりです。

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

賞与引当金 21 19 21 － 19

【引当金明細表】

　（注）引当金の計上の理由及び額の算定方法については、「重要な会計方針」に記載しています。

（２）【主な資産及び負債の内容】

　　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しています。

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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事業年度 ４月１日から翌年３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 －

剰余金の配当基準日 ３月31日

１単元の株式数 単元株制度を採用していません。

株式の名義書換え

取扱場所 大阪府泉南郡田尻町泉州空港中１番地  新関西国際空港株式会社

株主名簿管理人 同上

取次所 同上

名義書換手数料 －

新券交付手数料 －

単元未満株式の買取り

取扱場所 －

株主名簿管理人 －

取次所 －

買取手数料 －

公告掲載方法
電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告によ

る公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典 該当事項はありません。

第６【提出会社の株式事務の概要】
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は上場会社ではありませんので、金融商品取引法第24条の７第１項の適用がありません。

（1）
有価証券報告書

及びその添付書類

　事業年度　（自　2023年４月１日

　（第12期）　至　2024年３月31日）

2024年６月28日

近畿財務局長に提出

（2） 発行登録追補書類
（2022年７月15日提出の発行登録書に係る追補書

類）

2024年７月10日

近畿財務局長に提出

（3） 半期報告書
（第13期中　自　2024年４月１日

　　　　　　至　2024年９月30日）

2024年12月20日

近畿財務局長に提出

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

- 74 -



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

2025年6月24日

新関西国際空港株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

大阪事務所

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 和　田　稔　郎

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 中　田　信　之

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る新関西国際空港株式会社の2024年4月1日から2025年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務

諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、新関

西国際空港株式会社及び連結子会社の2025年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。



運営権対価収入等の収受及び債務の返済

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　会社は、関西国際空港と大阪国際空港の管理ならびに航

空旅客・商業・貨物等の施設の管理を一体的・効率的に運

用することを目的とし、公共施設等運営権実施契約に基づ

き、両空港の設置管理者として、運営権者である関西エア

ポート株式会社に対するモニタリング等を通じて、両空港

の公共施設としての適切な運営を確保するとともに、同社

から運営権対価等を収受し、一部借換えを行いながら関西

国際空港整備に係る債務の返済を行っている。

　当連結会計年度においては、営業収益に含まれる運営権

対価収入等60,192 百万円、社債の新規発行15,000 百万円

及び手元資金（前連結会計年度末の現金及び預金残高

167,353 百万円）を原資に、社債の償還60,000 百万円及

び長期借入金の返済8,595 百万円を行った。その結果、当

連結会計年度末の社債及び長期借入金の残高は916,190 百

万円となっている。

　会社は空港整備に係る設備投資のために多額の資金調達

を行ってきたため、多額の債務を抱えており、上記枠組み

を前提として契約通りに安定的に運営権対価等を収受し、

債務返済が約定通り行われることは、主要な財務諸表利用

者にとっても重要な関心事である。そのため、当連結会計

年度中の運営権対価等の収受及び債務による調達と返済に

係る取引、また、将来の返済原資である手元資金残高の実

在性について確かめることは、当連結会計年度の連結財務

諸表の監査においても特に重要であり、監査上の主要な検

討事項に該当すると判断した。

　当監査法人は、左記枠組みが維持され、公共施設等運営

権実施契約に基づく運営権対価等の収受及び債務の返済が

約定通り行われていることを検討するため、主に以下の監

査手続を実施した。

・　経営者とのディスカッションや各種質問、外部監査人

の監査対象となった関西エアポート株式会社の最終版の決

算数値をもとに財務分析を行い、公共施設等運営権実施契

約締結時の枠組みに変更がないかを検討した。

・　会社の事業計画及び債務の償還計画を閲覧し、当該計

画に基づいて、運営権対価等の収受及び債務の返済が行わ

れているかを検討した。また、今後についても、運営権対

価等を基礎として、債務の返済が約定通りに行われること

を計画しているかを検討した。

・　運営権対価収入等が、公共施設等運営権実施契約に基

づいて計上及び決済されているかについて、入出金証憑等

の関連証憑との突合を実施して検討した。

・　社債及び借入金について、取締役会議事録の閲覧並び

に契約書や入出金に関する証票と突合することにより、増

加及び減少取引を検討した。また、期末における社債及び

借入金の残高について確認手続を実施し、債務計上の網羅

性を検討した。

・　期末の預金残高については、銀行確認を実施し、実在

性を検討した。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。



　（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が連結財務諸表に添付する形で別途保管してお

ります。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び査

閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断

した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁

止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

＜報酬関連情報＞

　当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬及

び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等（３）【監査の状

況】に記載されている。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上



独立監査人の監査報告書

2025年6月24日

新関西国際空港株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

大阪事務所

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 和　田　稔　郎

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 中　田　信　之

＜財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る新関西国際空港株式会社の2024年4月1日から2025年3月31日までの第13期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、新関西国

際空港株式会社の2025年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。



運営権対価収入等の収受及び債務の返済

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　会社は、関西国際空港と大阪国際空港の管理ならびに航

空旅客・商業・貨物等の施設の管理を一体的・効率的に運

用することを目的として、公共施設等運営権実施契約に基

づき、両空港の設置管理者として、運営権者である関西エ

アポート株式会社に対するモニタリング等を通じて、両空

港の公共施設としての適切な運営を確保するとともに、同

社から運営権対価等を収受し、一部借換えを行いながら関

西国際空港整備に係る債務の返済を行っている。

　当事業年度においては、営業収益に含まれる運営権対価

収入等60,192 百万円、社債の新規発行15,000 百万円及び

手元資金（前事業年度末の現金及び預金残高167,352 百万

円）を原資に、社債の償還60,000 百万円及び長期借入金

の返済12 百万円を行った。その結果、当事業年度末の社

債及び長期借入金の残高は748,155 百万円となっている。

　会社は空港整備に係る設備投資のために多額の資金調達

を行ってきたため、多額の債務を抱えており、上記枠組み

を前提として契約通りに安定的に運営権対価等を収受し、

債務返済が約定通り行われることは、主要な財務諸表利用

者にとっても重要な関心事である。そのため、当事業年度

中の運営権対価等の収受及び債務による調達と返済に係る

取引、また、将来の返済原資である手元資金残高の実在性

について確かめることは、当事業年度の財務諸表の監査に

おいても特に重要であり、監査上の主要な検討事項に該当

すると判断した。

　当監査法人は、左記枠組みが維持され、公共施設等運営

権実施契約に基づく運営権対価等の収受及び債務の返済が

約定通り行われていることを検討するため、主に以下の監

査手続を実施した。

・　経営者とのディスカッションや各種質問、外部監査人

の監査対象となった関西エアポート株式会社の最終版の決

算数値をもとに財務分析を行い、公共施設等運営権実施契

約締結時の枠組みに変更がないかを検討した。

・　会社の事業計画及び債務の償還計画を閲覧し、当該計

画に基づいて、運営権対価等の収受及び債務の返済が行わ

れているかを検討した。また、今後についても、運営権対

価等を基礎として、債務の返済が約定通りに行われること

を計画しているかを検討した。

・　運営権対価収入等が、公共施設等運営権実施契約に基

づいて計上及び決済されているかについて、入出金証憑等

の関連証憑との突合を実施して検討した。

・　社債及び借入金について、取締役会議事録の閲覧並び

に契約書や入出金に関する証票と突合することにより、増

加及び減少取引を検討した。また、期末における社債及び

借入金の残高について確認手続を実施し、債務計上の網羅

性を検討した。

・　期末の預金残高については、銀行確認を実施し、実在

性を検討した。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし



　（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が財務諸表に添付する形で別途保管しておりま

す。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項

を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて

いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

＜報酬関連情報＞

　報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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